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京都議定書目標達成計画の進捗状況（案） 

平成１９年５月２９日

地球温暖化対策推進本部

１．主要な対策・施策の実施状況

（１）主な新規・拡充施策

○ 環境配慮契約法の制定
平成１９年の通常国会において、国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮

した契約の推進を図るため、国等の責務を明らかにするとともに、電気供給、物品購

入、省エネルギー改修事業、建築物等に係る契約の推進に関する基本方針を定めるこ

と等を内容とする環境配慮契約法が制定された。

○ 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の制定
平成１９年の通常国会において、地域公共交通の活性化・再生のための地域におけ

る主体的な取組及び創意工夫を総合的・一体的かつ効率的に推進し、環境への負荷の

少ない公共交通機関の利用促進を図るため、「地域公共交通の活性化及び再生に関する

法律」が制定された。

○ トップランナー基準の強化
平成１８年９月、エアコン、冷蔵庫、冷凍庫に関して、平成２２年度を目標年度と

する新たなトップランナー基準（省エネ基準）を策定し施行した。また、乗用自動車、

貨物自動車についても、平成２７年度を目標年度とする新たな燃費基準をトップラン

ナー方式に基づき取りまとめた（平成１９年７月施行予定）。

○ 統一省エネラベル等の開始
平成１８年４月に施行した改正省エネルギー法に基づき、多段階評価（五つ星）に

基づく「統一省エネラベル」等による小売事業者による情報提供が１８年１０月から

開始された。

○ 輸送分野における省エネルギー対策の推進
平成１８年４月に施行した改正省エネルギー法に基づき、平成１８年度においては、

６４１の輸送事業者を特定輸送事業者として指定し、省エネルギー計画等の提出を義

務づけた。荷主については、届出を受け、今後、特定荷主として指定し、省エネルギ

ー計画等の提出を求めることとしている。

○ 算定・報告・公表制度による温室効果ガス排出量の報告の開始
事業者の自主的な排出削減対策を促進していく基盤を確立することを目的とする



算定・報告・公表制度について、平成１８年４月から施行し、事業者による温室効果

ガス排出量の算定が開始され、平成１９年４月から国への報告が開始された。

○ 京都メカニズムクレジットの割当量口座簿の整備等
地球温暖化対策推進法に基づき、我が国の温室効果ガス排出枠を管理するための割

当量口座簿を整備し、気候変動枠組条約事務局による審査を受けるとともに、その運

用を開始し、法人の管理口座の開設が開始された。

○ 「電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法」（ＲＰＳ法）に基づ
く対象範囲等の見直し

総合エネルギー調査会新エネルギー部会の議論を踏まえ、平成１９年３月には、Ｒ

ＰＳ法の水力発電の対象範囲等の見直しを行った。

○ 新・政府実行計画の策定
地球温暖化対策推進法及び京都議定書目標達成計画に基づき、政府の事務・事業に

伴い排出される温室効果ガスの削減等を図るため、平成１９年度～２４年度を計画期

間とし、政府全体で平成２２年度～２４年度の平均で平成１３年度比８％削減するこ

とを目標とし、率先的な取組を行うこと等を内容とする政府実行計画を策定した。

○ 自主行動計画の目標の引き上げとＣＯ２排出量面の評価等
産業界の自主行動計画について、関係審議会が行った平成１８年度のフォローアッ

プにおいて、初めて本格的に８業種が目標引き上げを実施するとともに、従来からの

目標達成・未達成のみならず、CO2排出量の増減を評価するなどのきめ細かな評価を
行った。今後の課題として、排出量が大幅に増加している業務・運輸部門対策の重要

性にかんがみ、サービス分野（学校・病院を含む）への適用拡大など自主行動計画の

深掘り・対象範囲拡大等を提言した。これらを踏まえ、情報サービス業、リース業、

家電量販店において、自主行動計画を策定すること等を決定した。

○ 物流のグリーン化
「グリーン物流パートナーシップ会議」を通じて行う荷主企業と物流事業者の協働

によるＣＯ２排出量削減への取組に対する支援を拡充し、平成１８年度からは先進的

な取組を拡大させるための普及事業を、平成１９年度からはプロジェクト創成のため

の問題点、対応策等の調査を行うソフト支援事業を創設した。

○ 国産バイオ燃料の大幅な生産拡大
関係府省からなる「バイオマス・ニッポン総合戦略推進会議」において決定し、平

成１９年２月に総理へ報告した「国産バイオ燃料の大幅な生産拡大」に基づき、国産

バイオ燃料の大規模実証事業、稲わらや木材等のセルロース系原料や資源作物全体か

ら高効率にバイオエタノールを生産できる技術の開発等により、国産バイオ燃料の大

幅な生産拡大を図ることとした。



○ 美しい森林づくり推進国民運動の推進
６年間で３３０万ｈａの間伐の適切な実施、広葉樹等多様な森林づくりの推進を目

標とした「美しい森林づくり推進国民運動」を推進するため、１９年２月に関係閣僚

会合を開催し、運動の基本的方針を了承するとともに、今後、政府一体となった取組

を推進することを確認した。

（２）その他の施策の実施状況

その他の施策の実施状況は、別紙２の各様式のとおり。

２．対策の進捗状況について 
 
○ 我が国の温室効果ガスの総排出量は、２００５年度で基準年比７．８％増加してい
る。２００５年度から２０１０年度にかけて、目標達成計画の策定時における部門別

の目安となる目標の達成のためには、２００５年度比で、それぞれ、産業部門（基準

年における総排出量に占める割合：３８％）－４．５％、業務その他部門（同割合：

１３％）－３０．６％、家庭部門（同割合：１０％）－２１．４％、運輸部門（同割

合：１７％）－２．７％、エネルギー転換部門（同割合：５％）－１２．１％などの

削減が必要となっている。

また、森林吸収量については、平成１９年度から、６年間にわたり毎年２０万ｈａ

の森林を追加整備する必要があり、平成１９年度において、平成１８年度補正予算と

併せ、２３万ｈａの追加整備に必要な予算が計上されたところであるが、基準年比で

３．８％分の確保に向けて、引き続き森林整備等の推進が必要な状況である。

さらに、京都メカニズムの活用については、平成１８年度において、６３８万ｔ－

ＣＯ２分のクレジットを取得する契約を結んだところであり、引き続き、補足性の原

則を踏まえつつクレジット取得を進めることが必要である。

※排出状況の詳細については別紙１を参照

○ このような状況を踏まえ、今回の点検に当たっては、各対策について、２００２年
度から２００５年度までの排出削減量（その量が特に多いものに限る。）及び計画に掲

げられた対策評価指標の実績の把握を行うとともに、その実績の推移等を踏まえ、２

０１０年度における見通しについては、前提条件の置き方等により見込みに不確実性

が生じる場合には、最も蓋然性が高い見込み値とともに、可能な限り、最小値又は最

大値を見通した値を把握することとした。

○ その結果、目標達成計画の策定時における各対策の排出削減見込量を達成するため
には、過去を上回る進捗が必要な対策が多く見られ、京都議定書の約束期間の開始を

来年に控えていることにかんがみれば、対策の進捗は極めて厳しい状況にあるといえ

る。



３．まとめ 

○ 目標達成計画に示された対策・施策には、平成１７年度から更に進展・具体化され
ているものも見られ、我が国の地球温暖化対策は前進しているといえるものの、現状

では、総合的に見れば、対策が十分に進捗しているとは言えない状況にあり、対策の

進捗は極めて厳しい状況にある。また、マクロ経済情勢についても、今後の精査が必

要であるものの、経済成長率見通しの上方修正等、排出量増加につながる要因も見ら

れるところである。これらを踏まえれば、抜本的な対応を早急に検討する必要がある。

○ したがって、以下に掲げるような対策をはじめとして、各部門、ガス種において、
過去の進捗が見込みと較べ十分とは言えない対策の加速化を図るため、また、更なる

削減の可能性が見込める対策の一層の強化に向けて、削減効果の確実な措置について

早急に検討を進め、実施する必要がある。

－ 業務部門・家庭部門における住宅・建築物の省エネ性能の一層の向上やエネル
ギー管理の促進、省エネルギー機器の一層の普及促進に向けた施策の強化、

－ 燃費性能の優れた自動車の一層の開発・普及に向けた施策、交通流対策などの
運輸部門の排出削減対策の強化、

－ 自主行動計画について、サービス業を中心とした未策定業種に対する策定の働
きかけ・目標の定量化の促進や目標引き上げの促進など同計画の深掘や対象範囲

の拡大等、目標未達成業種の目標達成の蓋然性の向上、ＣＯ２排出量の削減を一

層意識した取組の推進

－ 中小企業等における排出削減対策の強化
－ 原子力の推進等による電力分野における二酸化炭素排出原単位の低減
－ 新エネルギー（バイオマス熱利用・太陽光発電等）の導入の加速化に向けた施
策の強化、

－ ノンフロン製品の普及促進や法律に基づく回収の着実な実施など、オゾン層破
壊物質からの代替が進むことにより今後増加が予想されている代替フロンの排

出抑制に向けた施策の強化、

－ ビジネススタイル・ライフスタイルの変革に向けた事業者や国民の具体的な行
動を促進する国民運動の強化                など

○ 本年度に行う計画の定量的な評価・見直しにおいては、このような認識を踏まえ、
また、マクロ経済情勢の変化等も勘案しつつ、これまでの対策効果や今後の削減見通

しに関するデータの一層の精査を行うとともに厳格な評価を行い、上に掲げた対策を

含め、必要な対策・施策の追加・強化を適切に行い、本年度中に改訂計画を決定し、

６％削減約束の達成に確実を期す必要がある。



我が国の温室効果ガス排出量の推移及び見通し

温室効果ガスの排出状況について（単位：百万ｔ－ＣＯ２）

基準年

（全体に占める割合）

2005年度実績
（基準年増減）

2010年度目標
（2005年度から必要
な削減率）

エネルギー起源二酸化炭素 １，０５９(84%) １，２０３(+13.6%) １，０５６(-12.2%)

産業部門 ４８２(38%) ４５６(-5.5%) ４３５(-4.5%) 

業務その他部門 １６４(13%) ２３８(+44.6%) １６５(-30.6%) 

家庭部門 １２７(10%) １７４(+36.7%) １３７(-21.4%) 

運輸部門 ２１７(17%) ２５７(+18.1%) ２５０(-2.7%) 

エネルギー転換部門 ６７．９(5%) ７８．５(+15.7%) ６９(-12.1%) 

非エネルギー起源二酸化炭素 ８５．１(7%) ９０．６(+6.6%) ７０(-22.8%) 

メタン ３３．４(3%) ２４．１(-27.9%) ２０(-16.9%) 

一酸化二窒素 ３２．６(3%) ２５．４(-22.0%) ３４(+33.6%) 

代替フロン等３ガス ５１．２(4%) １６．９(-66.9%) ５１(+201.3%) 

合  計 １，２６１(100.0%) １，３６０(+7.8%) １，２３１(-9.5%) 

※基準年及び 2005年度の数値は、平成１８年８月に条約事務局に提出した割当量報告書における計算
方法により算出。

※2010年度目標値は、目標達成計画策定時の計算方法により算定した目安としての目標。
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主要な対策の進捗状況
１．エネルギー起源二酸化炭素

（１）エネルギー転換部門

対策 排出削減量・対策評価指標 2002 2003 2004 2005 2006 ・・・ 2010
（最小値）

2010
（最大値または
現時点におけ
る見通し）

2011 2012

排出削減量（万t-CO2） － － － － － ・・・ － －

使用端CO2排出原単位
（kg-CO2/kWh） 0.407 0.436 0.421 0.425 － ・・・ － －

排出削減量（万t-CO2） 2,626 2,720 2,942 － － ・・・ 3,932 4,690 － －

2010年の見込量に対する比率
（％） 56.0～66.8% 58.0～69.2% 62.7～74.8% － － ・・・ － －

新エネルギーの導入量
（原油換算万kl） 991 1,054 1,120 － － ・・・ 1,601 1,910 － －

排出削減量（万t-CO2） 534 601 706 777 － ・・・ 1,143 1,451 － －

2010年の見込量に対する比率
（％） 36.8～46.8% 41.4～52.6% 48.7～61.8% 53.6～68.0% － ・・・ － －

天然ガスコージェネの累積導入量
（万kW） 233 262 308 339 － ・・・ 498 503 － －

燃料電池の累積導入量
（万kW） 0.97 0.88 0.98 1.01 － ・・・ 1.97 220 － －

2-13バイオマスの利活用の推進（バイオマスタウンの構築） バイオマスタウン数 － － 13 44 90 ・・・ － －

（２）産業部門

対策 排出削減量・対策評価指標 2002 2003 2004 2005 2006 ・・・ 2010
（最小値）

2010
（最大値または
現時点におけ
る見通し）

2011 2012

1-1 自主行動計画の着実な実施とフォローアップ 排出削減量（万t-CO2） － － － － － ・・・ － －

　・日本鉄鋼連盟 エネルギー消費量（PJ） 2,321 2,338 2,369 2,354 － ・・・ － －

　・日本化学工業協会 エネルギー原単位（指数）
※1990年度を100とする。 90 88 86 85 － ・・・ － －

　・石油連盟 エネルギー原単位（kL／千kＬ） 8.90 8.87 8.80 8.63 － ・・・ － －

　・日本製紙連合会 エネルギー原単位（指数）
※1990年度を100とする。 93.0 92.4 89.8 86.5 － ・・・ － －

原子力の推進等による電力分
野における二酸化炭素排出原
単位の低減

新エネルギー対策の推進
（バイオマス熱利用・太陽光発電
等の利用拡大）

コージェネレーション・燃料電池
の導入促進等

1-5

1-6

1-7

1,700

0.34

100.0%

100.0%

300

4,240

2,267

90

9.17

87.0



対策 排出削減量・対策評価指標 2002 2003 2004 2005 2006 ・・・ 2010
（最小値）

2010
（最大値または
現時点におけ
る見通し）

2011 2012

CO2排出原単位（指数）
※1990年度を100とする。 97.1 97.5 94.7 90.8 － ・・・ － －

　・セメント協会 エネルギー原単位（MJ／t） 3,463 3,438 3,407 3,420 － ・・・ － －

　・電機・電子４団体 CO2排出原単位（指数）
※1990年度を100とする。 68.8 73.8 69.0 67.8 － ・・・ － －

2-14複数事業者の連携による省エネルギー

コンビナート等における複数事業
の連携による省エネ量（原油換算
万kl）

－ － 2 5 17 ・・・ 45 100 － －

2-15省エネルギー法によるエネルギー管理の徹底（産業） （定量的な評価指標はない） － － － － － ・・・ － －

2-17高性能工業炉の導入促進 導入基数（中小企業） － 550 663 761 － ・・・ 1,211 2,000 － －

2-18高性能ボイラーの普及 導入基数（中小企業） 1,352 2,761 4,450 6,560 － ・・・ 11,000 15,000 － －

2-19次世代コークス炉の導入促進 導入基数 － － （現在
着工中） ・・・ － －

2-20建設施工分野における低燃費型建設機械の普及 低燃費型建設機械普及率（％） － － － － － ・・・ － －

※ 「自主行動計画の着実な実施とフォローアップ」に記載した業種は、2005年度のCO2排出量の上位7業種から、電気事業連合会を除いたもの。

（３）運輸部門

対策 排出削減量・対策評価指標 2002 2003 2004 2005 2006 ・・・ 2010
（最小値）

2010
（最大値または
現時点におけ
る見通し）

2011 2012

排出削減量（万t-CO2） 405 599 809 1,032 － ・・・ 2,100 2,258 － －

2010年の見込量に対する比率
（％） 17.9～19.3% 26.5～28.5% 35.8～38.5% 45.7～49.1% － ・・・ － －

2-1 公共交通機関の利用促進 公共交通機関の輸送人員の改善
効果（百万人） 624 958 1,240 － － ・・・ － －

エコドライブ関連機器の普及台数
（万台） － － － 7 － ・・・ － －

高度GPS-AVMシステム車両普及
率（％） － 0.9 3.7 7.4 － ・・・ － －

2-3 アイドリングストップ車導入支援 アイドリングストップ車普及台数（万
台） － － 0.38 0.65 － ・・・ 3.1 17.8 － －

2-4 自動車交通需要の調整 自転車道の整備延長（千km） 14 17 19 21 － ・・・ － －

エコドライブの普及促進等による
自動車運送事業者等のグリーン
化

トップランナー基準による自動車
の燃費改善1-8

2-2

－

1

30

100.0%

2,553

20

16

30

3,451

75.0

90.0



対策 排出削減量・対策評価指標 2002 2003 2004 2005 2006 ・・・ 2010
（最小値）

2010
（最大値または
現時点におけ
る見通し）

2011 2012

ETC利用率（％） 5 16 47 60 68 ・・・ － －

VICS普及率（％） 8 11 13 16 18 ・・・ － －

信号機の集中制御化（基） 20,400 22,900 25,500 28,800 － ・・・ 44,000 47,000

2-6 路上工事の縮減 1km当たりの年間路上工事時間
（h/km・年） 201 186 143 126 － ・・・ － －

2-7 交通安全施設の整備 信号機の高度化の年間整備数
（基） 16,600 18,700 21,000 24,200 － ・・・ 40,000 42,000

2-8 テレワーク等情報通信を活用した交通代替の推進 テレワーク人口（万人） 408 － － 674 － ・・・ 1,140 1,300 － －

海上輸送量（億トンキロ） 275.6 311.8 283.9 298.1 － ・・・ － －

自動車での輸送が容易な貨物量 88.5% 100.1% 91.1% 95.7% ・・・ － －

2-10鉄道貨物へのモーダルシフト
鉄道コンテナに転換されることで増
加する鉄道コンテナ輸送トンキロ数
（億トンキロ）

3 12 10 14 21 ・・・ － －

車両総重量24トン超25トン以下の
車両の保有台数（台） 79,500 89,500 105,400 119,900 － ・・・ 120,800 120,800

トレーラの保有台数（台） 66,000 67,700 66,200 71,100 － ・・・ 71,100 71,100

営自率（％） 84.0% 85.2% 86.1% 87.0% － ・・・ 87.0% 87.0%

積載効率（％） 42.8% 42.4% 43.6% 44.6% － ・・・ 44.6% 44.6%

2-12国際貨物の陸上輸送距離の削減
国際貨物の陸上輸送の削減量（億
トンキロ） 53.4 － － － － ・・・ － －

2-21クリーンエネルギー自動車の普及促進
クリーンエネルギー自動車の累積
導入台数（万台） 14 18 26 33 － ・・・ 62 233 － －

2-22高速道路での大型トラックの最高速度の抑制
大型トラックの速度抑制装置装着
台数（千台） 8 117 253 404 － ・・・ 770 800

2-23サルファーフリー燃料の導入及び対応自動車の導入
直噴リーンバーンによる燃費改善
率（％） － － － － － ・・・ － －

2-5 高度道路交通システム（ＩＴＳ）の推進

2-9 海運グリーン化総合対策

2-11トラック輸送の効率化

約8割
（2007年）

20

42,000

161
(2007年)

38,000

311.5

100.0%

32

120,800

71,100

87.0%

44.6%

92

718

－



対策 排出削減量・対策評価指標 2002 2003 2004 2005 2006 ・・・ 2010
（最小値）

2010
（最大値または
現時点におけ
る見通し）

2011 2012

触媒被毒除去のためのパージ頻度
減少による燃費改善率（％） － － － － － ・・・ － －

2-24鉄道のエネルギー消費効率の向上 エネルギー消費原単位（kWh/km） 2.46 2.41 2.43 － － ・・・ 2.42 2.42

2-25航空のエネルギー消費効率の向上 エネルギー消費原単位(L/人ｷﾛ) 0.0525 0.0535 0.0525 0.0523 － ・・・ 0.0519 0.0519

（４）民生部門

対策 排出削減量・対策評価指標 2002 2003 2004 2005 2006 ・・・ 2010
（最小値）

2010
（最大値または
現時点におけ
る見通し）

2011 2012

排出削減量（万t-CO2） 390 520 700 － － ・・・ － －

2010年の見込量に対する比率
（％） 15.3% 20.4% 27.5% － － ・・・ － －

新築建築物の省エネ基準(H11年
基準)達成率（％） 50 70 74 － － ・・・ － －

排出削減量（万t-CO2） 227 277 336 384 － ・・・ 804 1,120 － －

2010年の見込量に対する比率
（％） 20.3～28.2% 24.7～34.5% 30.0～41.8% 34.3～47.8% － ・・・ － －

BEMS・HEMSの普及による省エネ
量（万kl） 45 55 66 75 － ・・・ 158 220 － －

排出削減量（万t-CO2） 390 430 480 520 － ・・・ － －

2010年の見込量に対する比率
（％） 45.9% 50.6% 56.5% 61.2% － ・・・ － －

新築住宅の省エネ基準(H11年基
準)達成率（％） 22 23 32 30 － ・・・ － －

排出削減量（万t-CO2） 340 533 793 1,080 － ・・・ 2,900 3,296 － －

2010年の見込量に対する比率
（％） 10.3～11.7% 16.2～18.4% 24.1～27.3% 32.8～37.2% － ・・・ － －

2-14複数事業者の連携による省エネルギー

コンビナート等における複数事業
の連携による省エネ量（原油換算
万kl）

－ － 2 5 17 ・・・ 45 100 － －

2-16
省エネルギー法によるエネル
ギー管理の徹底
（民生業務）

（定量的な評価指標はない） － － － － － ・・・ － －

2-26省エネ機器の買い替え促進 省エネ機器の導入台数（万台） 9,362 10,407 11,617 13,092 － ・・・ － －

BEMS・HEMSの普及

建築物の省エネ性能の向上

トップランナー基準による機器の
効率向上1-9

住宅の省エネ性能の向上1-4

1-2

1-3

－

2.42

0.0519

2,550

100.0%

80
(2006年度)

100.0%

850

100.0%

65

100.0%

－

18,000



対策 排出削減量・対策評価指標 2002 2003 2004 2005 2006 ・・・ 2010
（最小値）

2010
（最大値または
現時点におけ
る見通し）

2011 2012

2-27
エネルギー供給事業者等による
消費者へのエネルギー情報の
提供

（定量的な評価指標はない） － － － － － ・・・ － －

2-28高効率給湯器の普及
CO2冷媒ヒートポンプ給湯器及び
潜熱回収型給湯器の普及台数（万
台）

5 15 34 71 － ・・・ 737 811 － －

2-29業務用高効率空調機の普及 高効率空調機普及冷凍能力（万
RT） 1.6 4.9 11.0 18.9 － ・・・ 92.5 141 － －

2-30業務用省エネ型冷蔵・冷凍機の普及
業務用省エネ型冷蔵・冷凍機の普
及台数（台） 400 1,100 1,800 2,848 － ・・・ 6,928 16,275 － －

2-31高効率照明の普及（ＬＥＤ照明）高効率照明の普及率（％） 0.06 0.09 0.14 0.18 － ・・・ 0.41 0.76 － －

2-32待機時消費電力の削減 （定量的な評価指標はない） － － － － － ・・・ － －

（５）　そのほか面・ネットワークの施策等

対策 排出削減量・対策評価指標 2002 2003 2004 2005 2006 ・・・ 2010
（最小値）

2010
（最大値または
現時点におけ
る見通し）

2011 2012

3-1 エネルギーの面的な利用の促進 （定量的な評価指標はない） － － － － － ・・・ － －

3-2 地域レベルでのテナントビル等に対する温暖化対策の推進 （定量的な評価指標はない） － － － － － ・・・ － －

3-3 環境的に持続可能な交通（EST）
の実現 （定量的な評価指標はない） － － － － － ・・・ － －

3-4 分散型新エネルギーのネットワーク構築 （定量的な評価指標はない） － － － － － ・・・ － －

3-5 未利用エネルギーの有効利用 （定量的な評価指標はない） － － － － － ・・・ － －

3-6
住宅製造事業者、消費者等が
連携した住宅の省CO２化のモデ
ル的取組

（定量的な評価指標はない） － － － － － ・・・ － －－

－

－

－

－

－

－

－



対策 排出削減量・対策評価指標 2002 2003 2004 2005 2006 ・・・ 2010
（最小値）

2010
（最大値または
現時点におけ
る見通し）

2011 2012

3-7
家電製品事業者、販売事業者、
消費者等が連携した省エネ家電
普及のモデル的取組

（定量的な評価指標はない） － － － － － ・・・ － －

２．非エネルギー起源二酸化炭素

対策 排出削減量・対策評価指標 2002 2003 2004 2005 2006 ・・・ 2010
（最小値）

2010
（最大値または
現時点におけ
る見通し）

2011 2012

2-33混合セメントの利用拡大 セメント生産量に占める混合セメン
ト生産量の割合（％） 22.6 22.1 21.0 － － ・・・ － －

一般廃棄物（プラスチック）の焼却
量（千t） 4,914 4,844 4,462 － － ・・・ － －

産業廃棄物（プラスチック・廃油）の
焼却量（千t） 3,876 4,533 4,011 － － ・・・ － －

３．メタン

対策 排出削減量・対策評価指標 2002 2003 2004 2005 2006 ・・・ 2010
（最小値）

2010
（最大値または
現時点におけ
る見通し）

2011 2012

一般廃棄物（食物くず・紙くず・繊維
くず・木くず）の最終処分量（千t） 631 628 609 － － ・・・ － －

産業廃棄物（家畜死体・動植物性
残さ・紙くず・繊維くず・木くず）の最
終処分量（千t）

332 286 280 － － ・・・ － －

焼却炉種類別の割合（全連続炉）
（％） 82.1 84.0 84.7 － － ・・・ － －

焼却炉種類別の割合（准連続炉）
（％） 12.5 11.6 10.9 － － ・・・ － －

焼却炉種類別の割合（バッチ炉）
（％） 5.4 4.4 4.3 － － ・・・ － －

廃棄物の焼却に由来する二酸
化炭素排出削減対策の推進

－

廃棄物の最終処分量の削減等2-35

2-34

24.8

4,476

4,276

310

123

83.8

11.1

5.1



対策 排出削減量・対策評価指標 2002 2003 2004 2005 2006 ・・・ 2010
（最小値）

2010
（最大値または
現時点におけ
る見通し）

2011 2012

一般廃棄物焼却量（千t） 41,972 41,933 40,941 － － ・・・ － －

４．一酸化二窒素

対策 排出削減量・対策評価指標 2002 2003 2004 2005 2006 ・・・ 2010
（最小値）

2010
（最大値または
現時点におけ
る見通し）

2011 2012

2-36アジピン酸製造過程における一酸化二窒素分解装置の設置 導入事業所数 1 1 1 1 － ・・・ － －

2-37下水汚泥焼却施設における燃焼の高度化
高分子流動炉の燃焼の高度化の
普及率（％） 31 31 35 － － ・・・ － －

焼却炉種類別の割合（全連続炉）
（％） 82.1 84.0 84.7 － － ・・・ － －

焼却炉種類別の割合（准連続炉）
（％） 12.5 11.6 10.9 － － ・・・ － －

焼却炉種類別の割合（バッチ炉）
（％） 5.4 4.4 4.3 － － ・・・ － －

一般廃棄物焼却量（千t） 41,972 41,933 40,941 － － ・・・ － －

５．代替フロン等３ガス

対策 排出削減量・対策評価指標 2002 2003 2004 2005 2006 ・・・ 2010
（最小値）

2010
（最大値または
現時点におけ
る見通し）

2011 2012

排出削減量（万t-CO2) － － － － － ・・・ － －

代替フロン等３ガス排出量
（万t-CO2） 2,500 2,350 1,910 1,690 － ・・・ － －

排出削減量（万t-CO2) － － － － － ・・・ － －

カーエアコンの冷媒の回収率（％） 29 23 26 － － ・・・ － －

業務用冷凍空調機器の冷媒の回
収率（％） 29 28 31 32 － ・・・ 60

（2008年度からの5年間平均）

法律に基づく冷媒として機器に
充填されたＨＦＣの回収等1-11

産業界の計画的な取組の促進、
代替物質の開発等及び代替製
品の利用の促進

1-10

2-38一般廃棄物焼却施設における焼却の高度化等

33,256

1

100

83.8

5,100

1,240

80

11.1

5.1

33,256

4,360



対策 排出削減量・対策評価指標 2002 2003 2004 2005 2006 ・・・ 2010
（最小値）

2010
（最大値または
現時点におけ
る見通し）

2011 2012

補充用冷媒の回収率（％） － － － － － ・・・

６．温室効果ガス吸収源対策

対策 排出削減量・対策評価指標 2002 2003 2004 2005 2006 ・・・ 2010
（最小値）

2010
（最大値または
現時点におけ
る見通し）

2011 2012

排出削減量（万t-CO2) － － － － － ・・・ － －

森林整備量（万ha） 68 66 58 58 － ・・・

2-39都市緑化等の推進 公共公益施設等における高木植栽
本数（増加量）（百万本） 50 54 58 60 － ・・・ － －

７．京都メカニズム

対策 排出削減量・対策評価指標 2002 2003 2004 2005 2006 ・・・ 2010
（最小値）

2010
（最大値または
現時点におけ
る見通し）

2011 2012

1-13京都メカニズムの本格活用 認証排出削減量の取得量
（万t-CO2） － － － － 638 ・・・

※排出削減量の2002年度から2006年度は実績値。2010年度から2012年度は現時点における排出削減見通し。
※対策評価指標の2002年度から2006年度は実績値。2010年度から2012年度は現時点における対策評価指標の見通し。

78
(2007～2012年の平均必要事業量）

10,000
(2006～13年度までの合計値）

森林・林業対策の推進による温
室効果ガス吸収源対策の推進1-12

30
（2008年度からの５年間平均)

75

4,767
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「２００６年度 自主行動計画フォローアップ
結果及び今後の課題等」
（平成１９年３月２６日）

平成１９年５月
経済産業省・環境省

参考１



区分 民生業務部門 運輸部門
1 資：電気事業連合会 流：日本百貨店協会 国交：全国通運連盟

2 資：石油連盟 流：日本チェーンストア協会 国交：全日本ﾄﾗｯｸ協会

3 資：日本ガス協会 流：日本フランチャイズチェーン協会 国交：日本民営鉄道協会

4 資：日本鉱業協会 ○ 日本LPガス協会 国交：定期航空協会

5 資：石灰石鉱業協会 日本貿易会 国交：日本船主協会

6 鉄：日本鉄鋼連盟 ○ 国交：日本冷蔵倉庫協会 国交：JR７社
7 化：日本化学工業協会 ○ 国交：日本ホテル協会 国交：日本内航海運組合総連合会

8 化：石灰製造工業会 ○ 国交：不動産協会

9 化：日本ゴム工業会 ○ 総務：NTTグループ
10 化：日本アルミニウム協会 ○ 全国銀行協会

11 化：日本電線工業会 ○ 日本損害保険協会

12 化：日本伸銅協会 ○ 生命保険協会

13 紙：日本製紙連合会 ○
14 紙：セメント協会 ○
15 紙：板硝子協会 ○
16 紙：日本衛生設備機器工業会 ○
17 電：電機・電子４団体 ○
18 電：日本産業機械工業会 ○
19 電：日本ベアリング工業会 ○
20 電：日本工作機械工業会 ○
21 自：日本自動車部品工業会 ○
22 自：日本自動車車体工業会 ○
23 自：日本自動車工業会 ○
24 自：日本産業車両協会 ○
25 資：石油鉱業連盟
26 国交：日本造船工業会　日本中小造船工業会 ○
27 国交：日本鉄道車輌工業会 ○
28 国交：日本建設業団体連合会・日本土木工業協会・建築業協会

29 国交：住宅生産団体連合会
30 日本製薬団体連合会　日本製薬工業協会 ○
31 ビール酒造組合 ○
32 農水：日本乳業協会 ○
33 農水：精糖工業会 ○
34 農水：全国清涼飲料工業会 ○
35 農水：製粉協会 ○
1 紙：日本染色協会 流：日本チェーンドラッグストア協会 国交：日本バス協会

2 紙：日本ガラスびん協会 流：日本DIY協会 国交：全国乗用自動車連合会

3 電：日本建設機械工業会 農水：日本フードサービス協会 国交：日本港運協会
4 農水：日本冷凍食品協会 農水：日本加工食品卸協会 国交：日本旅客船協会
5 農水：全国マヨネーズ・ドレッシング類協会 総務：日本放送協会

6 農水：日本即席食品工業協会 総務：テレコムサービス協会

7 農水：日本缶詰協会 総務：電気通信事業者協会

8 農水：全日本菓子協会 総務：日本民間放送連盟

9 農水：日本醤油協会 総務：日本ケーブルテレビ連盟

10 農水：日本植物油協会 総務：衛星放送協会

11 農水：日本ハム・ソーセージ工業協同組合 国交：国際観光旅館連盟
12 農水：日本パン工業会 国交：日本観光旅館連盟
13 国交：日本舶用工業会 国交：日本倉庫協会

14 国交：日本自動車整備振興会連絡会
15 国交：日本舟艇工業会
中小製造業 中小小売業 中小運送事業
農業 証券・投資信託 製造業の運輸部門

印刷業 リース業

写真機器 情報サービス業

繊維業 病院

学校

※　目標達成計画上の削減
効果（ 4,240万t-CO2 ）は、こ
れらのうち、エネルギー転換
部門・建設業界等を除いた
○印を付した製造業28業種
を対象。

産業部門・エネルギー転換部門

自主行動計画策定
経団連参加業種
全60団体・企業

（民生業務・運輸部門を含む）

うち、
産業・エネルギー転換部門

35業種
（経団連目標である
±０％対象業種）

自主行動計画策定
経団連非参加業種

自主行動計画未策定

各業種の自主行動計画策定状況及び各省のフォローアップ状況各業種の自主行動計画策定状況及び各省のフォローアップ状況

【凡例】所属ＷＧ
資：資源エネルギーＷＧ
化：化学・非鉄金属ＷＧ
電：電子・電機・産業機械等ＷＧ
鉄：鉄鋼ＷＧ
紙：製紙・板硝子・セメント等ＷＧ
自：自動車・自動車部品・自動車車体等ＷＧ
流：流通ＷＧ

【各省のフォローアップ状況】

経済産業省 ３３業種

国土交通省 ２４業種

農林水産省 １５業種

総務省 ６業種
（NTTｸ ﾙ゙ ｰﾌ ぱ業種としては
電気通信事業者協会に含まれる）



産業構造審議会・総合エネルギー調査会産業構造審議会・総合エネルギー調査会 自主行動計画フォローアップ合同小委員会自主行動計画フォローアップ合同小委員会
平成１８年１０月３０日（月）
議題：２００６年度自主行動計画フォローアップの進め方の変更点等

資源エネルギーＷＧ資源エネルギーＷＧ
平成１８年１２月１８日（月）
議題：電気、ガス、石油業界等からの地球温暖化対策の取組についてヒアリング

電子・電機・産業機械等エネルギーＷＧ電子・電機・産業機械等エネルギーＷＧ
平成１８年１２月２１日（木）
議題：電子・電機・産業機械等業界からの地球温暖化対策の取組についてヒアリング

流通ＷＧ流通ＷＧ
平成１８年１２月２６日（火）
議題：百貨店、スーパー、コンビニエンスストア業界等からの地球温暖化対策の取組についてヒアリング

製紙・板硝子・セメント等ＷＧ製紙・板硝子・セメント等ＷＧ 及び及び 鉄鋼ＷＧ鉄鋼ＷＧ
平成１９年１月１９日（金）
議題：鉄鋼、製紙、セメント業界等からの地球温暖化対策の取組についてヒアリング

化学・非鉄金属ＷＧ化学・非鉄金属ＷＧ
平成１９年１月２９日（月）
議題：化学、電線業界等からの地球温暖化対策の取組についてヒアリング

自動車・自動車部品・自動車車体等ＷＧ自動車・自動車部品・自動車車体等ＷＧ
平成１９年１月３１日（水）
議題：自動車・自動車部品・自動車車体業界等からの地球温暖化対策の取組についてヒアリング

産業構造審議会・総合エネルギー調査会産業構造審議会・総合エネルギー調査会 自主行動計画フォローアップ合同小委員会自主行動計画フォローアップ合同小委員会
中央環境審議会中央環境審議会 地球環境部会地球環境部会 自主行動計画フォローアップ専門委員会自主行動計画フォローアップ専門委員会
平成１９年２月２２日（木）
議題：２００６年度自主行動計画フォローアップ結果及び今後の課題等
→ パブリックコメントを経て、３月２６日にとりまとめ

20062006年度年度 自主行動計画フォローアップ自主行動計画フォローアップ 審議経過審議経過
※ 2006年度は以下の各ＷＧについては、産業構造審議会（環境部会・地球環境小委員会）・中央環境審議会（地球環
境部会）合同会合との同時開催。



（参考）業種別ＣＯ（参考）業種別ＣＯ２２排出量排出量 （経済産業省所管の３３業種分）（経済産業省所管の３３業種分）

産業・エネルギー転換部門
２８業種

業務部門
５業種

業種（エネ転・産業部門）
ＣＯ２
排出量

割合

1 日本チェーンストア協会 696.9         57.3%
2 日本フランチャイズチェーン協会 266.8         21.9%
3 日本百貨店協会 183.1         15.1%
4 日本ＤＩＹ協会 43.4           3.6%
5 日本チェーンドラッグストア協会 25.9           2.1%

合計 1,216.1       

日本ＤＩＹ協会
4%

日本チェーン
ドラッグストア
協会
2%

日本百貨店協
会
15%

日本フランチャ
イズチェーン協

会
22%

日本チェーンス
トア協会

57%

（排出量単位：万ｔ－CO２）

業種（エネ転・産業部門）
ＣＯ２
排出量

割合

1 日本鉄鋼連盟 18,194.5 41.2%
2 日本化学工業協会 7,516.1   17.0%
3 石油連盟 4,479.0   10.1%
4 電気事業連合会（固有分） 3,880.0   8.8%
5 日本製紙連合会 2,507.4   5.7%
6 セメント協会 2,178.0   4.9%
7 電機・電子４団体 1,866.0   4.2%
8 日本自動車部品工業会 739.8     1.7%
9 日本自動車工業会 575.0     1.3%

10 日本鉱業協会 505.4     1.1%
11 石灰製造工業会 313.2     0.7%
12 日本ゴム工業会 214.6     0.5%
13 日本染色協会 191.3     0.43%
14 日本アルミニウム協会 159.0     0.36%
15 板硝子協会 132.9     0.30%
16 日本ガラスびん協会 104.9     0.24%
17 日本自動車車体工業会 95.7       0.22%
18 日本電線工業会 85.6       0.19%
19 日本ガス協会 71.0       0.16%
20 日本ベアリング工業会 69.7       0.16%
21 日本産業機械工業会 66.6       0.15%
22 日本伸銅協会 57.8       0.13%
23 日本建設機械工業会 51.0       0.12%
24 石灰石鉱業協会 36.6       0.08%
25 日本衛生設備機器工業会 34.6       0.08%
26 日本工作機械工業会 24.9       0.06%
27 石油鉱業連盟 20.8       0.05%
28 日本産業車両協会 6.3        0.01%

合計 44,177.7 

電機・電子
４団体

4%

セメント協会
5%

日本製紙
連合会

6%

電気事業連合
会（固有分）

9%

石油連盟
10% 日本化学

工業協会
17%

日本鉄鋼
連盟
41%

主要７業種で産業・エネルギー転換部門における
2005年度排出量の約９割をカバー



20062006年度年度 各業種の目標達成状況（各業種の目標達成状況（20052005年度実績）年度実績）
＜＜①①既に目標達成した業種（２１業種）＞既に目標達成した業種（２１業種）＞ ＜＜②②目標未達成業種（１２業種）＞目標未達成業種（１２業種）＞
1. 日本ガス協会 （今年度初めて達成）
2. 石油鉱業連盟 （今年度からの参加）
3. 日本伸銅協会 （2年連続）
4. 日本建設機械工業会 （今年度初めて達成）
5. 日本ＤＩＹ協会 （昨年度から参加）
6. 日本チェーンドラッグストア協会 （昨年度から参加）

＜３年以上連続達成の業種（１５業種）＞

1. 日本化学工業協会 （3年連続）
2. 石油連盟 （7年連続）
3. セメント協会 （4年連続）
4. 電機・電子４団体 （6年連続）
5. 日本自動車工業会 （8年連続）
6. 石灰製造工業会 （9年連続）
7. 日本染色協会 （3年連続）
8. 日本アルミニウム協会 （4年連続）
9. 板硝子協会 （4年連続）
※なお、2002年度に目標引き上げを実施（エネルギー原単位90年度
比10%削減→15%削減）

10. 日本ガラスびん協会 （ｴﾈﾙ ｷ ﾞー 消費量：9年連続、CO2排出
量：8年連続）

11. 日本電線工業会 （7年連続）
12. 日本衛生設備機器工業会 （8年連続）
13. 日本チェーンストア協会 （4年連続）
14. 日本フランチャイズチェーン協会 （8年連続）
15. 日本百貨店協会 （9年連続）

1. 日本鉄鋼連盟
2. 電気事業連合会
3. 日本製紙連合会

※但し、エネルギー原単位は2006年度初めて達成
※なお、2005年度に目標引き上げを実施（エネル
ギー原単位90年度比10％削減→13％削減）

4. 日本自動車部品工業会
※但し、CO2排出原単位は2年連続達成

5. 日本鉱業協会
6. 石灰石鉱業協会
7. 日本ゴム工業会

※但し、エネルギー原単位目標は6年連続達成
8. 日本自動車車体工業会
9. 日本ベアリング工業会

※2006年度から購入電力のＣＯ２排出原単位を電
事連公表値（変動制）を採用することとしたため。

10. 日本産業機械工業会
11. 日本工作機械工業会

※但し、エネルギー原単位は2年連続達成
12. 日本産業車両協会

（）内は2005年度までの連続達成年数

産
業
部
門

業
務
部
門



20062006年度年度 自主行動計画フォローアップ結果自主行動計画フォローアップ結果 概要概要

自主行動計画に基づく各業種の取組については、これまで着実な成果をあげている。

①2006年度は初めて本格的に８業種※が目標引き上げを実施（2005年度までに目標を
引き上げた業種は２業種）。フォローアップ対象業種は、2005年度より１業種追加。

②2006年度は従来からの目標達成・未達成のみならず、ＣＯ２排出量の増減を評価するなど、
きめ細かな評価を実施。

今後の課題として、排出量が基準年度（1990年度）から４割以上も伸びている業務部門
対策の重要性にかんがみ、自主行動計画のサービス分野等（病院・学校等を含む）への適用拡大
などを提言（2007年２月２２日）。

＜経団連自主行動計画における部門ごとの＜経団連自主行動計画における部門ごとのCOCO22排出状況＞排出状況＞

※８業種：①電機・電子４団体、②日本染色協会、③日本ガラスびん協会、④日本電線工業会、⑤日本伸銅協会、
⑥日本チェーンストア協会、⑦日本フランチャイズチェーン協会、⑧日本百貨店協会

→これらの目標引き上げによる削減効果（試算）は、284.3万トンＣＯ２（基準年比で約0.22%）

※ 基準年度は、スーパーは1996、ＤＩＹとチェーンドラッグストアは2004。

基準年度比増減（％）２００５年度（t-CO2）

▲ 2.93億5,748万製造部門 （25業種）

＋100.81,216万業務部門※ （5業種）

＋ 29.38,430万エネルギー転換部門 （3業種）

＋ 3.44億5,394万ﾌｫﾛｰｱｯﾌ 対゚象全体 （33業種）



20062006年度年度 自主行動計画結果自主行動計画結果 概略図概略図（（COCO22排出量増減と目標達成状況）排出量増減と目標達成状況）

COCO22排出量削減（基準年度比）排出量削減（基準年度比）

目
標
達
成

目
標
達
成

目
標
未
達
成

目
標
未
達
成

１ 日本鉄鋼連盟（エネルギー消費量）
２ 日本製紙連合会（エネルギー原単位、

ＣＯ２原単位）
３ 石灰石鉱業協会（エネルギー原単位）

４ 日本鉱業協会（エネルギー原単位）
５ 日本ベアリング工業会（ＣＯ２原単位）

COCO22排出量増加（基準年度比）排出量増加（基準年度比）

1. 電機電子４団体（CO2原単位）
2. 日本チェーンストア協会（ｴﾈﾙｷ ﾞー 原単位）
3. 日本フランチャイズチェーン協会（ｴﾈﾙｷ ﾞー 原単位）
4. 日本百貨店協会（ｴﾈﾙｷ ﾞー 原単位）

1. 石油鉱業連盟（CO2原単位）
2. 日本チェーンドラッグストア協会（ｴﾈﾙｷ ﾞー 原単位）

1. 石油連盟（ｴﾈﾙｷ ﾞー 原単位）
2. 日本化学工業協会（ｴﾈﾙｷ ﾞー 原単位）

1. 日本伸銅協会（ｴﾈﾙｷ ﾞー 原単位）

1. 日本電線工業会（ｴﾈﾙｷ ﾞー 消費量（ﾒﾀﾙ電線）、
ｴﾈﾙｷ ﾞー 原単位（光ﾌｧｲﾊ ｹ゙ｰﾌ ﾙ゙））

2. 日本染色協会（ｴﾈﾙｷ ﾞー 消費量、CO2排出量）
3. 日本ガラスびん協会（ｴﾈﾙｷ ﾞー 消費量、CO2排出量）

1. 日本ガス協会（CO2原単位、CO2排出量）
2. 日本建設機械工業会（ｴﾈﾙｷ ﾞー 原単位）
3. 日本ＤＩＹ協会（ｴﾈﾙｷ ﾞー 原単位）

1. セメント協会（ｴﾈﾙｷ ﾞー 原単位）
2. 日本自動車工業会（CO2排出量）
3. 石灰製造工業会（ｴﾈﾙｷ ﾞー 消費量）
4. 日本アルミニウム協会（ｴﾈﾙｷ ﾞー 原単位）
5. 板硝子協会（ｴﾈﾙｷ ﾞー 消費量）
6. 日本衛生設備機器工業会（CO2排出量）

１ 日本産業機械工業会（ＣＯ２排出量）

２ 電気事業連合会（ＣＯ２原単位）
３ 日本自動車部品工業会（ＣＯ２原単位、ＣＯ２排出量）
４ 日本自動車車体工業会（ＣＯ２排出量）
５ 日本ゴム工業会（エネルギー原単位、ＣＯ２排出量）
６ 日本工作機械工業会（エネルギー原単位、エネル
ギー消費量）

７ 日本産業車両協会（ＣＯ２排出量）

☆Ｓ

☆Ａ

◎S

◎A

☆C

◎B

○

△

◎C

▲ 3.5

▲ 14.5

▲ 49.2

▲ 41.3

▲ 38.8
▲ 3.6
▲ 18.0

▲ 20.6
▲ 23.5
▲ 11.6
▲ 2.5
▲ 25.4
▲ 27.8

+ 58.0
+105.2
+202.9
+  79.9

+ 32.5
+ 11.6

+ 35.6
+ 10.0

CO2排出量
増減（％）

+18.5
+ 3.7

▲ 6.9

▲ 1.4

+ 5.9

+19.1
+11.7

+25.2
+ 3.1

▲ 3.9

+ 3.3

CO2排出量
増減（％）

☆：目標引き上げ業種
◎：目標達成業種
○、△：目標未達成業種
なお、目標達成業種（☆、◎）については、CO2排出量の増減や目標引き上
げ水準等の要件により、ＳＡＢＣを評価。

▲19.4



20062006年度年度 自主行動計画フォローアップ結果自主行動計画フォローアップ結果 （各業種別評価）（各業種別評価）

（１）『☆Ｓ』 既存の目標を達成した上で、2006年度、目標を引き上げた業種のうち、CO2排出
量が基準年度比で減少し、かつ、新目標の水準が2005年度実績以上の業種（１業種）

（２）『☆Ａ』 既存の目標を達成した上で、2006年度、目標を引き上げた業種のうち、CO2排出
量が基準年度比で減少したものの、新目標の水準が2005年度実績未満の業種（３業種）

（３）『☆Ｂ』 既存の目標を達成した上で、2006年度、目標を引き上げた業種のうち、CO2排出
量が基準年度比で増加したものの、新目標の水準が2005年度実績以上の業種（０業種）

（４）『☆Ｃ』 既存の目標を達成した上で、2006年度、目標を引き上げた業種のうち、CO2排出
量が基準年度比で増加し、かつ、新目標の水準が2005年度実績未満の業種（４業種）

（５）『◎Ｓ』 目標を既に達成している業種（目標を引き上げた業種を除く。）のうち、CO2排
出量が基準年度比で減少し、かつ、連続達成期間が１～２年の業種（３業種）

（６）『◎Ａ』 目標を既に達成している業種（目標を引き上げた業種を除く。）のうち、
CO2排出量が基準年度比で減少したものの、連続達成期間が３年以上の業種（６業種）

（７）『◎Ｂ』 目標を既に達成している業種（目標を引き上げた業種を除く。）のうち、
CO2排出量が基準年度比で増加したものの、連続達成期間が１～２年の業種（２業種）

（８）『◎Ｃ』 目標を既に達成している業種（目標を引き上げた業種を除く。）のうち、
CO2排出量が基準年度比で増加し、かつ、連続達成期間が３年以上の業種（２業種）

（９）『○』 目標は未達だが、順調に改善傾向
にある、または、今後の対策内容と効果が特に
具体的・定量的に示され、十分に目標達成が可
能と判断される業種（５業種）

（１０）『△』現状のままでは目標達成は
容易ではないが、今後の対策を十分に
実施することにより、目標達成が可能
な範囲にあると判断される業種（７業
種）

（１１）『×』 現状のままでは目標達成が困難と判断される業種（０業種）

☆：目標引き上げ業種（８業種）

◎：目標達成業種（１３業種）

○△×：目標未達成業種（１２業種）

業 種 今年度評価 CO2排出量 目標連続達成期間

セメント協会 ◎Ａ ▲564.6 ４年連続達成

日本自動車工業会 ◎Ａ ▲177.0 ８年連続達成

石灰製造工業会 ◎Ａ ▲41.0 ９年連続達成

板硝子協会 ◎Ａ ▲45.3 （2002年度目標引き上げ後）
４年連続達成

日本衛生設備機器工業会 ◎Ａ ▲13.3 ８年連続達成

日本アルミニウム協会 ◎Ａ ▲4.1 ４年連続達成

業 種 今年度評価 CO2排出量 目標連続達成期間

石油鉱業連盟 ◎Ｂ ＋5.1 ・2005年度から参加
・2006年度初めて達成

日本ﾁｪｰﾝﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱ協会 ◎Ｂ ＋2.7 ・2005年度から参加
・2006年度初めて達成

業 種 今年度評価 CO2排出量 目標連続達成期間

日本ガス協会 ◎Ｓ ▲45.0 

日本建設機械工業会 ◎Ｓ ▲1.9 2006年度初めて達成

日本ＤＩＹ協会 ◎Ｓ ▲9.5 ・昨年度から参加・今年度初めて達成

業 種 今年度評価 CO2排出量 目標連続達成期間

石油連盟 ◎Ｃ ＋1176.0 ７年連続達成

日本化学工業協会 ◎Ｃ ＋684.6 ３年連続達成

業 種 今年度評価 CO2排出量

日本製紙連合会 ○ ▲34.5 

日本鉄鋼連盟 ○ ▲1338.8 

日本鉱業協会 ○ ＋17.8 

石灰石鉱業協会 ○ ▲8.8 

日本ベアリング工業会 ○ ＋10.9 

業 種 今年度評価 CO2排出量

日本工作機械工業会 △ ＋4.0

日本自動車部品工業会 △ ＋22.2 

日本ゴム工業会 △ ＋22.5 

電気事業連合会 △ ＋780.0 

日本自動車車体工業会 △ ＋5.3

日本産業機械工業会 △ ▲2.7

日本産業車両協会 △ ＋0.2

業 種 今年度評価
（新目標での評価）

CO2排出量(万 t-CO2)
(基準年比、以下同)

引き上げ水準 旧目標連続達成期間

日本伸銅協会 ☆Ｓ ▲2.1 2005年度実績以上 ２年連続

業 種 今年度評価
（新目標での評価）

CO2排出量 引き上げ水準 旧目標連続達成期間

日本電線工業会 ☆Ａ ▲14.5 2005年度実績未満 ９年連続

日本染色協会 ☆Ａ ▲185.3 2005年度実績未満 ３年連続

日本ガラスびん協会 ☆Ａ ▲73.9 2005年度実績未満 ８年連続

業 種 今年度評価
（新目標での評価）

CO2排出量 引き上げ水準 旧目標連続達成期間

電機・電子４団体 ☆Ｃ ＋685.3 2005年度実績未満 ６年連続

日本ﾁｪｰﾝｽﾄｱ協会 ☆Ｃ ＋357.2 2005年度実績未満 ４年連続

日本ﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ協会 ☆Ｃ ＋178.7 2005年度実績未満 ８年連続

日本百貨店協会 ☆Ｃ ＋81.3 2005年度実績未満 ９年連続



※ 2007年度は、秋を目途に、結果とりまとめ。
目標達成計画の最終とりまとめ時期（１２月）に間に合わせるよう、合同会合等の場を積極的に活用。

１．自主行動計画の深掘り・対象範囲拡大等
主として、環境省・内閣官房・業種所管各省について、以下を提言。
（１）未策定業種に対する自主行動計画策定の働きかけ促進
自主行動計画の未策定業種（特に、サービス（非製造）分野など。私立病院・私立学校等を含む）に対し、その策定を促すべき。
（２）定性的目標の定量化等の促進
自主行動計画を策定していても、数値目標を持たない業種（経団連非加盟業種、特に業務・運輸部門）に対し、目標の定量化を促す
べき。

（３）政府による厳格なフォローアップの実施
議事公開の下での審議会等プロセスの活用など、透明な手続きの下、厳格なフォローアップを実施すべき。また、毎年度の実施によ
り、直近の正確な実態を把握すべき。

（４）目標引き上げの促進
厳格なフォローアップにより、業務・運輸部門の業種も含め、目標の引き上げを促進すべき。その際、現時点の実績水準以上の意欲
的な新目標を設定すべき。

２．目標未達成業種の目標達成の蓋然性の向上
今後の対策内容とその効果（京都メカニズムの活用を含む）を定量的・具体的に示すべき。

３．CO2排出量の削減を一層意識した取組の推進
原単位を目標としている業種を含め、各業種はCO2排出量の削減を一層強く意識した積極的な取組を行うべき。原単位のみを目標
指標としている業種は、CO2排出量についても併せて目標指標とすることを検討すべき。

４．業務部門、家庭部門及び運輸部門における取組の強化
民生・運輸部門への経団連等による業種横断的な取組を促すべき。具体的には、経団連加盟業種・会員企業による①本社ビル等オ
フィスの削減目標設定や、②社員宅における環境家計簿の利用拡大。

５．国内外への情報発信
自主行動計画に基づく取組について、海外や消費者等への分かりやすい情報発信を行うべき。

2006年度自主行動計画フォローアップ今後の課題等



＜主要な業種の動向＞

◆未策定業種の自主行動計画策定
リース事業協会 ：2007年度、自主行動計画を策定する方針を、本年３月２０日に決定。
情報サービス産業協会 ：2007年度、自主行動計画を策定する方針を、本年３月２２日に決定。
家電量販店 ：2007年度、自主行動計画を策定する方針を、本年５月１６日に決定。

◆政府による厳格なフォローアップの実施
日本ＬＰガス協会 ：2007年度から当省のフォローアップ対象業種となることを、本年２月２１日に決定。
日本貿易会 ：2007年度から当省のフォローアップ対象業種となることを、本年３月２９日に決定。

◆目標引き上げの促進
日本化学工業協会 ：目標引き上げについて、2007年度早期に結論を得るべく検討中。
石油連盟 ：同上

セメント協会 ：同上

◆その他
日本経済団体連合会 ：本社等オフィスの自主行動計画の策定に向けて、排出実績の把握方法等を定め

た実施要領を本年５月中に決定する予定。

会員企業の社員の家庭における環境家計簿の利用拡大について、今後の具体

的な対策を検討。

2006年度自主行動計画フォローアップ 今後の課題 経済産業省の取組状況



参考２ 
 
地球温暖化対策に関する自主行動計画の平成１８年度フォローアップについて 

 

情 報 通 信 政 策 局 
情報流通高度化推進室 

 

１ フォローアップの背景（別紙１参照）  

総務省では、別紙１に示す地球温暖化対策に関する自主行動計画についての関係各答
申・決定を受け、平成 11 年度より毎年 1 回、通信・放送業界団体等に対して自主行動計画
に関するアンケート調査等を実施し、情報通信審議会に結果を報告し、自主行動計画のフォロ
ーアップを実施している。 

なお、本フォローアップの実施状況については、地球温暖化対策推進本部に報告することと
している。 
 
２ フォローアップの方法  

６業界団体等（※対象６法人、1,024会員事業者）に対してアンケート調査を実施。 
（平成１８年１０月中旬～１１月中旬） 
  通信・放送事業におけるＣＯ２排出削減対策としては、「事業用設備に係る対策」、「企業とし
ての一般的な対策（オフィスの省エネルギー・省資源、社会・地域貢献）」に大別できることから、
これらの視点を中心としたアンケート調査を行った。 
※（社）電気通信事業者協会 (55事業者)、(社)テレコムサービス協会(293事業者)、日本放送協会、

(社)日本民間放送連盟(201事業者)、 (社)日本ケーブルテレビ連盟(367事業者)、(社)衛星放送協会(108

事業者) 
 
３ フォローアップの結果 

 
(1) 業界団体等及び会員事業者独自の自主行動計画の作成 
・ ６業界団体等全て自主行動計画を策定（平成１１年） 
・ 会員事業者のうち、215事業者(21%)が独自の自主行動計画を策定。(昨年 201事業者) 

 
(2) 自主行動計画における取組状況（別紙２） 
 

(3) 環境対策に資する数値目標の設定等 

① 数値目標について 
・ 118事業者が数値目標を導入（紙の使用量、廃棄物量、電力消費量等）。 
・ 昨年の 83事業者から42.2％増加。 

② 効果の計測について 
・ 125事業者が、効果計測を実施。 
・ 昨年の 83事業者から50.6％増加。 



 

(4) 自主行動計画等の公表 

① 自主行動計画の公表 
・ 業界団体等のうち、日本放送協会及び（社）電気通信事業者協会は、ホームページ、
環境報告書等により公表。 
・ 事業者独自の自主行動計画については、215事業者のうち126事業者がホームペー
ジ、環境報告書等で公表（昨年の 108事業者から16.7％増加）、6事業者が準備中。 

 

    ② 数値目標、効果の計測結果の公表 
・ 数値目標については、118 事業者のうち 93 事業者が公表（昨年の 56 事業者から

66.1％増加）、5事業者が準備中。
  
・ 効果の計測結果については、125事業者のうち49事業者が公表（昨年の 46事業者
から6.5％増加）、9事業者が準備中。 

 
上記のとおり、自主行動計画の策定等を行う事業者が着実に増加している。 
今後、引き続き、自主行動計画を策定していない事業者に対する業界団体からの周知広報、

各事業者の自主行動計画の積極的な策定、公表等が期待されるところである。 



（別紙１） 
①フォローアップの背景 
「情報通信を活用した地球環境問題への対応」（平成１０年５月 電気通信審議会答申） 

                                                                （抜粋） 

昨年１１月、当審議会は地球温暖化対策に焦点を絞った中間取りまとめを公表し、その中
で「情報通信事業分野における自主的計画策定の支援」を提言した。これを受け、郵政省で
は、通信・放送関係業界に自主行動計画の策定を要請し、現在、業界団体において自主行動
計画の策定に向け、作業が進められているところである。 
今後、自主行動計画を確実に推進するため、地球温暖化対策の実施状況について、年１

回、当審議会を活用したフォローアップを行うこととする。 

 

｢地球温暖化対策推進大綱」（平成 14年 3月 地球温暖化対策推進本部決定）（抜粋） 

このように産業界等において策定された省エネルギー・二酸化炭素排出削減のための、行
動計画について、関係審議会等によりその進捗状況の点検を行い、その実効性を確保する。
また、このような行動計画を策定していない業種に対し、数値目標などの具体的な行動計画
の早期の策定とその公表を促す。 

 「京都議定書目標達成計画」(平成 17年 4月 地球温暖化対策推進本部決定)(抜粋) 

   産業・エネルギー転換部門に限らず業務部門においても、業種ごとに目標を設定した環境
自主行動計画を策定する取組みは１０業種に広がっている。自主行動計画の目標・内容につ
いてはあくまで事業者の自主性にゆだねられるべきものであることを踏まえつつ、社会的要請
にこたえ、その透明性・信頼性・目標達成の蓋然性を向上していくことが極めて重要であり、関
係審議会等において定期的にフォローアップを行う必要がある。 

 

②フォローアップの視点 

「情報通信を活用した地球環境問題への対応」（平成 10年 5月 電気通信審議会答申） 

（抜粋） 

第４章 情報通信事業におけるＣＯ２排出削減対策 
２ 電気通信・放送業界の取組の現状と今後の方向 
（１） 対策の分類 

電気通信事業及び放送事業における CO２排出削減対策は、大別して、電気通信・放
送サービスを提供するために必要な設備（交換機、送信機等）に関連する対策と、企業
としての一般的な対策（オフィスの省エネルギー等）の２つに大別できる。 

（２） 事業用設備等に係る対策 
（３） 一般的な対策 

ア オフィスの省エネルギー・省資源 
イ 社会・地域貢献 



 (社)電気通信事業者協会 (社)テレコムサービス協会 日本放送協会 (社)日本民間放送連盟 (社)日本ケーブルテレビ連盟 (社)衛星放送協会 

事業用設備 等 ・トータルパワー改革運動によ
る電力削減対策の推進。 
・クリーンエネルギー（太陽光・
風力発電システム等）による電
力自給率の向上。 
・省エネ機器・設備の導入。 
・廃棄物のリデュース、リユー
ス、リサイクル（３Ｒ）活動の推
進。等 

・省エネ機器の導入。 
・低公害車の導入。 
・グリーン調達の推進。等 

・冷水蓄熱空調・氷蓄熱型空
調の運用。 
・省エネ機器・省エネ照明の
導入。 
・低公害車の導入。 
・グリーン調達の推進。 
・節水システムの運用。 
・放送用テープの再利用・リ
サイクル化の推進。 
・ステージセット共用化によ
る廃棄物削減。等 

・鉄塔照明の減灯。 
・省エネ設備の導入。 
・事業車両の低公害車導入。 
・中継局新設時の環境保全。 
・放送用テープのリサイクル。 
・ビル屋上を緑化。等 

・省エネ機器の導入。 
・廃棄物の削減。等 

・電力の消費節減活動。 
・クリーンエネルギー（風力発
電）の購入。 
・空調機器等のインバータ化／
省エネ機器の導入。 
・会員等への通知は、紙使用
削減のため電子メール利用を
励行。等 

 

オフィスの省エネルギー 等 
 
 

・クールビズ、ウォームビズの
実施。 
・照明の減灯。 
・グリーン調達の推進。 
・電子決済によるペーパーレス
化。等 

・電力、ガスなどの消費節減活
動。 
・再生紙利用率の向上とともにペ
ーパーレス化の励行。 
・廃棄物のリデュース、リサイク
ルの推進。等 

・空調機設定時間調整（全国
事務室の室温管理）。 
・照明の減灯。 
・職員に対する環境対策指
導（ＰＣ省エネモード化）。等 

・クールビズ、ウォームビズの
実施。 
・グリーン調達の推進。 
・空調の省エネ温度設定。 
・照明の減灯。 
・紙資源の利用削減。 
・廃棄物削減・リサイクル率の
向上。等 

・クールビズ、ウォームビズの
実施。 
・空調の温度設定の変更。 
・グリーン調達の推進。 
・照明の減灯。 
・紙資源の削減、再生紙・植林
紙使用の推進。 
・省エネ啓発ポスター掲示。等 

・空調運転時間の見直しと設
定温度の変更。 
・照明の減灯。等 

社会・地域貢献 ・モバイル・リサイクルネットワ
ークの推進。 
・地域清掃(クリーン)活動。 
・植樹・森林整備活動。 
・小・中学校における環境教育
への協力。 
・政府の進める地球温暖化防
止国民運動「チームマイナス
6％」参加。 
・テレビ会議システム等のＩＣＴ
サービスの提供に伴う社会全
体のエネルギー削減。等 

・環境問題をテーマにしたキャン
ペーンや番組放送を通じた普及
啓発活動。等 

・環境アーカイブス事業を平
成 18年より開始。 
・環境をテーマにした放送及
び地球だい好き環境キャン
ペーンを共催（全国各地 93
回、106 万人参加）並びに環
境に関する体験・提言等募
集（写真及びメッセージの応
募約 16千件）を実施。等 

・平成 11 年から継続している
民放週間統一キャンペーン「守
ろう地球環境」の展開。 
・環境をテーマとした番組及び
環境キャンペーンスポットの放
送。 
・ＨＰに環境ニュース１３７本掲
載。 
・政府の進める地球温暖化防
止国民運動「チームマイナス
6％」参加。 
・打ち水キャンペーン実施。等 

・環境啓発番組の制作・放送。 
・チャンネルガイド誌への環境
啓発情報の掲載。 
・地域アダプトプログラム（清掃
活動）・里山つくり活動への参
加。 
・ノーマイカーデー参加。等 

・放送を通じた「環境保護」の
啓発活動の実施。 
・ＨＰでＥＣＯキャンペーンの実
施。 
・政府の進める地球温暖化防
止国民運動「チームマイナス
6％」参加。 
・「ＣＯ２削減／ライトダウンキ
ャンペーン」参加。等 

環境マネジメント 等 ・環境報告書の作成、環境会
計の実施。 
・当該団体会員の ISO14001取
得状況：17 社。取得予定２社。
等 

・平成 17 年に引き続き協会総会
において、全会員事業者の自主
行動計画策定を決議。 
・ISO14001 取得状況 ： 取得 20
事業者。取得予定 1事業者。等 

・環境報告書の作成。等 
 

・ISO14001 取得状況 ： 取得
14事業者。取得検討中 5事業
者。 等 

 

・ISO14001 取得状況 ：取得 4
事業者。等 

・ISO14001 取得状況 ：取得１
事業者。取得予定１事業者。
等 

 

自主行動計画策定・公表状況 策定：２９事業者／５５事業者 
公表：１８事業者／２９事業者
公表予定：１事業者 

策定：１４０事業者／２９３事業者
公表：８８事業者／１４０事業者 

策定済 策定：２６事業者／２０１事業者
公表：１１事業者／２６事業者
公表予定：４事業者 

策定：１１事業者／３６７事業者 
公表：２事業者／１１事業者 

策定：９事業者／１０８事業者 
公表：７事業者／９事業者 
公表予定：１事業者 

数値目標設定状況 
 

２５事業者／５５事業者 ６１事業者／２９３事業者 設定済 ２３事業者／２０１事業者 ５事業者／３６７事業者 ３事業者／１０８事業者 

効果計測実施状況 
 

２６事業者／５５事業者 ６１事業者／２９３事業者 実施 ２９事業者／２０１事業者 ５事業者／３６７事業者 ３事業者／１０８事業者 

（別紙２） 自主行動計画における取組状況



参考３

平成18年度食品産業における環境自主行動計画のフォローアップ
結果について

平成19年3月30日
農 林 水 産 省

１．環境自主行動計画とは
地球温暖化の防止や廃棄物の削減等に取り組むため、各産業の業界団体が自主的

に策定する行動計画。この中では、平成22(2010)年度を目標とした二酸化炭素（以
下 「ＣＯ2」という ）排出抑制、廃棄物削減の数値目標及びこれらを達成するため、 。
に必要な省エネ設備の導入、製造工程の改善、運転管理の高度化、燃料転換、廃棄
物の再資源化等の具体的な対策を定めている。

２．京都議定書目標達成計画における環境自主行動計画の位置付け
「京都議定書」の国際的な約束（平成2（1990）年度比温室効果ガス排出量6％削
） 、 「 」 、減 の達成に向け 平成17年4月に閣議決定された 京都議定書目標達成計画 では
自主行動計画を「産業・エネルギー転換部門における対策の中心的役割を果たすも
の」と位置付け、その透明性・信頼性・目標達成の蓋然性が向上されるよう、関係
審議会等における定期的なフォローアップを求めている。
また、環境自主行動計画を未策定の事業者に対しては、計画を策定し、特性に応

じた有効な省ＣＯ2対策を講ずることを促している。

３．農林水産省におけるフォローアップの実施
食品産業（食品製造業、食品流通業及び外食産業）団体の策定した環境自主行動

計画の平成17年度実施状況の把握等を行うため 「環境自主行動計画フォローアップ、
チーム」を設置し、4回のチーム会合を開催した。

○平成18年度環境自主行動計画フォローアップチーム委員名簿
有田 芳子 主婦連合会環境部会長

（座長)牛久保明邦 東京農業大学国際食料情報学部教授
高濱 正博 財団法人食品産業センター参与
中村愼一郎 早稲田大学政治経済学部教授
堀尾 正靱 東京農工大学大学院共生科学技術研究院教授
三原 翠 NPO法人食品保健科学情報交流協議会常任理事

○チーム会合開催状況
第1回 平成18年 9月 8日 平成18年度のフォローアップの進め方等
第2回 平成18年12月 8日 団体ヒアリング（6団体）
第3回 平成19年 1月15日 団体ヒアリング（9団体）
第4回 平成19年 3月 2日 フォローアップ結果取りまとめ



○対象団体

平成18年度は、日本パン工業会が新たに環境自主行動計画を策定したところで
あり、食品製造業13団体、食品流通業1団体、外食産業1団体の計15の食品産業団
体を対象としてフォローアップを行った。

表－１ 対象団体名（策定順）

、 、 、 、 、精糖工業会 日本乳業協会 全国清涼飲料工業会 製粉協会 日本冷凍食品協会

日本加工食品卸協会、全国ﾏﾖﾈｰｽﾞ･ﾄﾞﾚｯｼﾝｸﾞ類協会、日本フードサービス協会、

日本即席食品工業協会、日本缶詰協会、全日本菓子協会、日本醤油協会、

日本植物油協会、日本ﾊﾑ・ｿｰｾｰｼﾞ工業協同組合、日本パン工業会

表－２ 策定団体数の推移

8 10 11 12 14 16 17 18平成 年度

1 6 9 10 12 13 14 15

４．ＣＯ2排出削減対策に係る評価結果
（１）概況

フォローアップ対象15団体のうち、ＣＯ2排出削減に向け数値目標を設定してい
るのは14団体、このうち排出量等の実績報告があったのは12団体である。平成17
年度は、平成14年度以降の一部原子力発電所の停止の影響による電力のＣＯ2排出
原単位の悪化の影響が残る中、省エネ設備の導入、燃料転換の推進等により前年

度に比べ排出削減が進んだのは、7団体となっている。
このうち、平成17年度の時点で、既に平成22年度の数値目標を達成しているの

は2団体にとどまっている。

表－３ 平成17年度におけるＣＯ2排出削減の動向
削減目標 団体数 前年度比で実績値を 既に平成22年度目標

改善した団体 を達成している団体

ＣＯ2排出量 3 2 1
ＣＯ2排出原単位 6 3 1
エネルギー消費原単位 3 2 0



（２）団体別の動向・評価結果
団体別の排出等実績の動向(基準年を1とする。)及び平成22年度の数値目標の達

成に向けての評価結果は以下のとおりである。
（注）目標達成に向けての評価は、原則として以下のとおり。

0%超～5%以下 5%超～10％以下 10%超実績と目標との乖離
対策の着実な実施が必要 相当な努力が必要 現状のままでは困難評 価

①ＣＯ2排出量を削減目標とする団体（3団体）
○精糖工業会
目標：平成2年度を基準年とし、20%削減

2 12 13 14 15 16 17 22目標平成 年度
1.000 0.850 0.843 0.793 0.829 0.762 0.721 0.800

（ ） 、 、 。・生産量 溶糖量 の減少 省エネ設備の導入等により 基準年比は27.9%削減
都市ガス化率の向上等により前年度比も5.4%削減。

・平成14年度及び16年度に続き3度目の目標達成。

○全日本菓子協会
目標：平成2年度を基準年とし、6%削減

2 12 13 14 15 16 17 22目標平成 年度
1.000 0.989 1.007 1.007 1.005 0.999 0.940

・エネルギー転換等を実施しているものの、品質管理の強化、製品多様化等の
増加要因があり、基準年比は横這い。前年度比は0.7%削減。

・平成22年度目標の達成のためには、相当な努力が必要と考えられる。

○日本醤油協会
目標：平成2年度を基準年とし、6%以上削減

2 12 13 14 15 16 17 22目標平成 年度
1.000 1.239 1.157 1.133 1.185 1.153 1.160 0.940

・高加工度商品（つゆ類等）の増加、品質管理の強化等により、基準年比は16.
0%増加。前年度比も0.6%増加。

・平成22年度目標の達成は、現状のままでは困難と考えられる。

②ＣＯ2排出原単位を削減目標とする団体（7団体）
○全国清涼飲料工業会
目標：平成2年度を基準年とし、6%削減

2 12 13 14 15 16 17 22目標平成 年度
1.000 1.073 1.046 1.097 1.107 1.078 1.151 0.940

・ペットボトル容器の内製化、品質管理の強化、多品目・小ロット生産等によ
り、基準年比は15.1%増加。前年度比も6.8%増加。

・平成22年度目標の達成は、現状のままでは困難と考えられる。



○製粉協会
目標：平成2年度を基準年とし、5%以上削減

2 12 13 14 15 16 17 22目標平成 年度
1.000 0.967 0.960 1.031 1.121 1.073 1.073 0.950

・品質管理の強化等により、基準年比は7.3%増加。前年度比は横這い。
・平成22年度目標の達成は、現状のままでは困難と考えられる。

○日本冷凍食品協会
目標：平成2年度を基準年とし、10%程度削減
2 12 13 14 15 16 17 22目標平成 年度

1.000 0.995 0.984 0.900
・団体としてのフォローアップを3年ごとに実施。
・平成18年度はフォローアップを実施する年度に該当しないため、平成17年度
実績の報告がなく、平成22年度目標等に対する評価を行うことはできない。

○全国マヨネーズ・ドレッシング類協会
目標：平成2年度を基準年とし、約30%削減

2 12 13 14 15 16 17 22目標平成 年度
1.000 0.978 0.963 0.974 0.700

・燃料転換、省エネ設備の導入、運転効率化等により、基準年比は2.6%削減。
製品の多様化、高加工度商品の増加等により前年度比は1.1%増加。

・平成22年度の数値目標が高いこともあり、その達成は、現状のままでは困難
と考えられる。

○日本即席食品工業協会
目標：平成2年度を基準年とし、平成20～24年度平均で６%削減

2 12 13 14 15 16 17 22目標平成 年度
1.000 0.868 0.860 0.884 0.855 0.814 0.759 0.940

・商品設計見直し、アイテム絞り込み、省エネ設備の導入、設備の大型化・高
速化等により、基準年比は24.1%削減。前年度比も6.7%削減。

・数値報告のある平成10年度以降、8年連続で目標達成。

○日本植物油協会
目標：平成2年度を基準年とし、15%以上削減

2 12 13 14 15 16 17 22目標平成 年度
1.000 0.873 0.871 0.897 0.874 0.863 0.850

・燃料転換(LPG、都市ガス 、省エネ設備の導入等により、基準年比は13.7%削）
減。前年度比も1.3%削減。

・平成22年度目標の達成に向け、対策の着実な実施が必要。



○日本パン工業会
目標：平成16年度を基準年とし、年率1%削減

2 12 13 14 15 16 17 22目標平成 年度
1.000 0.990 0.941

・省エネ設備の導入、エネルギー転換、運転効率化等により基準年比（前年度
比）は1.0%削減。

・平成22年度目標の達成に向け、対策の着実な実施が必要。

③エネルギー消費量を削減目標とする団体（1団体）
○日本加工食品卸協会
目標：平成12年度を基準年とし、10%削減

2 12 13 14 15 16 17 22目標平成 年度
1.000 1.530 1.532 2.257 2.585 2.769 0.900

・大手１社のみの実績であり、団体としての平成22年度目標等に対する評価を
行うことはできない。

④エネルギー消費原単位を削減目標とする団体（4団体）
○日本乳業協会
目標：平成12年度を基準年とし、年率0.5%削減

2 12 13 14 15 16 17 22目標平成 年度
1.000 1.016 1.041 1.022 1.007 1.003 0.951

、 、 、 、・品質管理の強化等により 平成14年度まで増加 平成15年度以降 燃料転換
省エネ整備の導入等により一定の削減が見られるものの、基準年比は0.3%の
増加。前年度比は0.4%削減。

・平成22年度目標の達成のためには、相当な努力が必要と考えられる。

○日本缶詰協会
目標：平成2年度を基準年とし、これを上回らない

2 12 13 14 15 16 17 22目標平成 年度
1.000 1.131 1.125 1.119 1.147 1.158 1.132 1.000

・小型缶の増加、生産ラインの機械化・自動化、品質管理の強化等により、基
準年比は13.2%増加。生産量の減少により前年度比は2.2%削減。

・平成22年度目標の達成は、現状のままでは困難と考えられる。

○日本ハム・ソーセージ工業協同組合
目標：平成15年度を基準年とし、概ね5%程度削減

2 12 13 14 15 16 17 22目標平成 年度
1.000 1.035 1.058 0.950

・少量多品種生産、品質管理の強化等により、基準年比は5.8%増加。前年度比
も2.2%増加。

・平成22年度目標の達成は、現状のままでは困難と考えられる。



⑤その他
○日本フードサービス協会
目標：店舗等における効率的な省エネの推進等

2 12 13 14 15 16 17 22目標平成 年度
1.000 1.020 1.041 1.038 1.015 1.007

・目標が「店舗等における効率的な省エネの推進」等の定性的なものにとどま
っており、数値目標が設定されていないことから、評価を行うことはできな
い。

(注）数値は、ＣＯ2排出量のものであり、平成12年度を1として指数化した。

５．廃棄物対策に係る評価結果
廃棄物対策について、団体としての具体的な数値目標を定め、その目標達成に向

けた取組を行っているのは、12団体である。このうち全国清涼飲料工業会、全国マ
ヨネーズ・ドレッシング類協会、日本植物油協会、日本ハム・ソーセージ工業協同
組合、日本パン工業会の5団体が既に目標を達成しているほか、他団体の取組みも概
ね順調に推移している。

表－４ 団体別の動向
平成22年度目標 平成17年度実績

精糖工業会 最終処分量 平成2年度比85%削減 86.2%削減
再資源化率 95%以上 91.9%

日本乳業協会 最終処分量 1万トン以下 1.2万トン
全国清涼飲料工業会 最終処分量 平成2年度比67％以上削減 83.2%削減

再資源化率 98%以上 98.9%
製粉協会 最終処分量 850トン以下 2,234トン

再資源化率 90%以上 82.3%
日本冷凍食品協会 再資源化率 平成9年度比10%以上向上 数値報告なし

廃棄物排出量 平成8年度比10％削減 41.8%削減全国マヨネーズ・ドレッシング類協会
再資源化率 50%以上 97.4%
廃棄物排出量 平成9年度を上回らない 数値報告なし日本即席食品工業協会

(平成20度目標)
全日本菓子協会 平成12年度比5%削減 数値報告なし容器包装排出量

最終処分量 平成12年度以下 57.5%削減
日本醤油協会 95%以上 97.3%動植物性残渣再資源化率

99%以上 99.3%うちしょうゆ油・粕
90%以上 数値報告なしその他廃棄物の再資源化率

日本植物油協会 再資源化率 95%以上 98.3%
廃棄物排出量 平成15年度比5%程度削減 7.2%削減日本ハム・ソーセージ工業協同組合
再資源化率 80%程度 85.3%

日本パン工業会 再資源化率 70% 76.8%
85% 90.6%うち食品廃棄物



６．公表状況
自主行動計画を公表しているのは、10団体であり、うち8団体はホームページに掲

載している。
表－５ 自主行動計画を公表している団体

精糖工業会、○日本乳業協会、○全国清涼飲料工業会、○日本冷凍食品協会、
○日本加工食品卸協会、○全国ﾏﾖﾈｰｽﾞ･ﾄﾞﾚｯｼﾝｸﾞ類協会、全日本菓子協会、
○日本植物油協会、○日本ﾊﾑ・ｿｰｾｰｼﾞ工業協同組合、○日本パン工業会
（注）○印は、ホームページに掲載している団体。

７．今後の課題
（１）ＣＯ2排出削減対策

平成17年2月に京都議定書が発効し、我が国について温室効果ガス6％削減の法
。 、 、的拘束力が発生した しかし 平成17年度の温室効果ガス排出量速報値によると

同年度の排出量は、基準年である平成2年度比で8.1％増加しており、このままで
は削減約束の達成は容易ではない。
現在、京都議定書目標達成計画の見直し作業が環境省の中央環境審議会地球環

境部会等を中心として進められており 農林水産省においても平成18年10月に 地、 「
球温暖化・森林吸収源対策推進本部」を設置し、森林吸収源対策、バイオマスの
利活用、環境自主行動計画等の地球温暖化防止施策の点検及びこれら施策の加速
化の検討を行っているところである。

、 、しかしながら 食品産業の環境自主行動計画の平成17年度の実施状況をみると
現時点では、平成22年度の数値目標の達成が困難と考えられる団体もあり、全体
として順調に進んでいるとは言い難い状況にある。
こうした中で、食品産業として我が国の削減約束の達成に貢献していくために

は、個々の事業者のＣＯ2削減対策の着実な実施と、これをとりまとめる業界団体
の強力なリーダーシップの発揮が求められるところである。
以上のことから、食品産業の環境自主行動計画の実行性を確保するとともに、

その透明性・信頼性・目標達成の蓋然性を向上していくため、今後、以下の課題
について取組を進めていくことが求められる。

①団体別の課題
団 体 名 課 題

日本冷凍食品協会 実績報告が3年ごととなっているが、毎年度、報告が必要。
日本冷凍食品協会、全国 団体としてアンケート調査を実施し、これに回答した企
ﾏﾖﾈｰｽﾞ･ﾄﾞﾚｼｯﾝｸﾞ類協会 業をフォローアップ参加企業としているが、参加企業の、
日本缶詰協会 固定及びその拡大に努めること。
日本加工食品卸協会 実績報告が1社のみとなっているが、フォローアップ参

加企業を拡大するよう努めること。
日本フードサービス協会 数値目標の設定について検討が必要。
日本パン工業会 計画策定時とフォローアップ時のＣＯ2排出量等の実績

報告が異なっており、数値の精査が必要。



②平成22年度の数値目標を既に達成している団体の今後の取組
平成17年度において、2団体は既に平成22年度の数値目標を達成しているが、京

都議定書目標達成計画にもあるとおり、環境自主行動計画については 「各主体が、
その創意工夫により優れた対策を選択できる、高い目標へ取り組む誘因があり得
る」といった利点があり、こうした利点を一層生かしていくことが望まれる。こ
のため、既に目標を達成している団体及び目標達成が十分視野に入った団体にお
いては、より高い目標の設定に取り組むことが強く期待される。

③目標達成の可否に係る厳然とした自己評価の実施
目標年度である平成22年度まで残された期間が少なくなる中で、数値目標の達

成が厳しい状況にあると考えられる団体も多く、こうした団体については、目標
達成の可否について、厳然とした自己評価を行うことが求められる。
このため、平成19年度においては、各団体があらためて、この点について精査

を行い、目標達成が可能と判断した場合は、定量的・具体的な根拠を示すべきで
ある。

、 、 、 、一方 精査の結果 目標達成が困難と判断した団体については 今後の取扱い
方向性について早急に検討を行い、結論を得るべきである。
なお、生産量をベースに原単位を算出している場合は、生産額・出荷額をベー

スにした算出をも行い、両者の傾向が異なる場合、その要因について分析を行う
ことも重要である。

④未策定業界に対する計画策定等の促進
平成18年度は、新たに日本パン工業会が環境自主行動計画を策定し、フォロー

アップに参加したが、食品製造業全体のＣＯ2排出量1,615万トン（平成17年度速
） 、 、報値 に対し 計画策定済みの食品製造業13団体のＣＯ2排出量は639万トン※と

その割合（カバー率）は依然として4割程度に止まっている。このため、エネルギ
ー使用量の多い食品製造業の未策定団体については、早急に計画を策定すること
が必要である。
また、既策定団体にあっては、未参画企業の参画を促し、カバー率を高めると

ともに、ＣＯ2排出量や原単位の算出について精度の向上に努めることも重要であ
る。
さらに、食品製造業団体における民生・業務、運輸部門のほか、これらの部門

に属する各業界団体についても、ＣＯ2排出量の把握や数値目標の設定について検
討を進めることが必要である。

。※平成17年度の実績報告のない日本冷凍食品協会は、平成16年度の実績値を使用

（２）廃棄物対策
廃棄物対策については概ね順調に進んでいるものの、今後とも、循環型社会の

構築に寄与していくため、既に目標を達成している団体にあっては、より高い目
標を設定するとともに、未達成団体にあっては、創意工夫のある対策により可能



な限り早期の目標達成が望まれる。
また、数値目標及び計画の未策定団体については、その策定を検討することが

必要であり、廃棄物排出量及び再資源化量の実績報告がない団体については、報
告を行うことが求められる。
なお、農林水産省では、食料・農業・農村政策審議会総合食料分科会食品リサ

イクル小委員会において 「食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律 （平、 」
成12年法律第116号）の施行状況や再生利用等をより一層促進するための方策につ
いての見直し検討を行い、その取りまとめ結果を平成19年2月20日開催の食料・農
業・農村政策審議会総合食料分科会に報告した。
その中で、事業者による取組内容に関する報告の義務付け、エネルギー利用の

推進、業種別の再生利用等の実施率目標の設定等が謳われているほか、発生抑制
については、環境負荷の低減の上で最優先されるべきものであるとの観点から、
単独での目標設定等が提案されており、こうした点についても留意しつつ、今後
の廃棄物対策を推進していく必要がある。

（３）環境自主行動計画等の公表の促進
環境自主行動計画を公表している団体は現時点では10団体に止まっているが、

計画の策定とその着実な実施は社会的な要請であることから、団体としての説明
責任（アカウンタビリティ）を果たす上からも、計画について公表する必要があ
る。
また、環境問題に配慮・対応している団体、企業であるといったイメージの向

上等を通じて、社会からの一層の信頼を確保するため、フォローアップ結果やそ
の他の関係情報等についても、積極的な公開を期待する。

（４）食品産業の特性を踏まえた取組の推進
食品産業全体としてＣＯ2削減が順調に進んでいない理由としては、消費者の信

頼確保のための食品の安全や品質管理の徹底、消費者ニーズの多様化等による少
量多品種生産等がエネルギー消費を増大させているといったことが考えられる。
また、家庭部門における平成16年度のＣＯ2排出量は、基準年比で31.5%と大幅

に増加している中で、厨房用は6.3%減少している（出所：温室効果ガス排出・吸
収目録等 。これは、高加工度食品・調理簡便化食品の出荷額の増大や外食・中）
食比率の増加など、食の外部化・サービス化が伸展する中、従来、民生部門（家
庭での調理）が排出していたＣＯ2の一部を、産業部門（食品産業）が肩代わりし
て排出していることが一因と考えられる。
この他、食品流通の分野においては、食品の安全等の問題へ対応するための温

度管理の徹底、消費者の鮮度志向に対応するための多頻度配送等に伴うＣＯ2排出
量の増大が指摘されており、食品廃棄物の分野においては、廃棄物の再生利用等
の実施率は向上しているものの、消費（賞味）期限切れや食べ残し等のほか、大
手小売業等による賞味期限前の返品等により、食品廃棄物の発生量は、近年、増
加傾向にある。
今後とも、食品産業がＣＯ2排出削減や廃棄物対策を進めていくためには、こう



した点を十分に検証・考慮の上、食品産業が国民への食料の安定供給や食生活の
多様化・高度化を支え、国民生活と密接な関係を有していることについて、広く
国民の理解を求めるとともに、消費者と連携した取組を進めていくことが重要で
ある。
このため、例えば、ＬＣＡ（ライフ・サイクル・アセスメント）の手法を活用

し、調理食品と家庭内調理のＣＯ2排出量の比較分析・公表、環境負荷の少ない商
品を消費者が選択できることが可能となる方策、行き過ぎた鮮度志向、簡便化志
向等に対する食育的観点からの啓発等につき、企業・団体さらには食品産業全体
として検討・実施していくべきである。



(資料）

団体別ＣＯ2排出量等実績及び2010年度目標

１．ＣＯ2排出量を削減目標とする団体（３団体）

○精糖工業会 （目標：CO2排出量　平成2年度を基準年とし、20%削減）
1990（平成2）2000（平成12）2001（平成13）2002（平成14）2003（平成15）2004（平成16）2005（平成17）2010（平成22）

CO2排出量 万t-CO2 58.0 49.3 48.9 46.0 48.1 44.2 41.8 46.4
CO2排出原単位 万t-CO2/万t 0.282 0.267 0.271 0.263 0.268 0.252 0.240
エネルギー消費量 万ｋｌ 24.3 22.0 21.8 20.1 20.9 19.6 18.9
エネルギー消費原単位 万ｋｌ/万ｔ 0.118 0.119 0.121 0.115 0.116 0.112 0.109
CO2排出量 1.000 0.850 0.843 0.793 0.829 0.762 0.721 0.800
CO2排出原単位 1.000 0.949 0.962 0.933 0.952 0.894 0.852
エネルギー消費量 1.000 0.905 0.897 0.827 0.860 0.807 0.778
エネルギー消費原単位 1.000 1.011 1.023 0.973 0.987 0.946 0.920

○全日本菓子協会 （目標：CO2排出量　平成2年度を基準年とし、6%削減）
1990（平成2）2000（平成12）2001（平成13）2002（平成14）2003（平成15）2004（平成16）2005（平成17）2010（平成22）

CO2排出量 t-CO2 486,849 481,681 490,441 490,463 489,444 486,209 457,638
CO2排出原単位 t-CO2/t
エネルギー消費量 ｋｌ 277,706 300,809 307,789 311,688 315,045 314,689
エネルギー消費原単位 ｋｌ/t
CO2排出量 1.000 0.989 1.007 1.007 1.005 0.999 0.940
CO2排出原単位
エネルギー消費量 1.000 1.083 1.108 1.122 1.134 1.133
エネルギー消費原単位

○日本醤油協会 （目標：CO2排出量　平成2年度を基準年とし、6%以上削減）
1990（平成2）2000（平成12）2001（平成13）2002（平成14）2003（平成15）2004（平成16）2005（平成17）2010（平成22）

CO2排出量 t-CO2 178,148 220,756 206,058 201,845 211,054 205,320 206,648 167,459
CO2排出原単位 t-CO2/t 0.151 0.208 0.201 0.202 0.215 0.215 0.220
エネルギー消費量 ｋｌ 79,540 105,792 98,524 94,989 97,258 96,749 96,148
エネルギー消費原単位 ｋｌ/t 0.068 0.100 0.096 0.095 0.099 0.101 0.102
CO2排出量 1.000 1.239 1.157 1.133 1.185 1.153 1.160 0.940
CO2排出原単位 1.000 1.373 1.324 1.334 1.420 1.421 1.453
エネルギー消費量 1.000 1.330 1.239 1.194 1.223 1.216 1.209
エネルギー消費原単位 1.000 1.474 1.418 1.406 1.466 1.499 1.514

２．ＣＯ2排出原単位を削減目標とする団体（7団体）

○全国清涼飲料工業会 （目標：CO2排出原単位　平成2年度を基準年とし、6%削減）
1990（平成2）2000（平成12）2001（平成13）2002（平成14）2003（平成15）2004（平成16）2005（平成17）2010（平成22）

CO2排出量 万t-CO2 46.0 81.0 84.1 87.5 92.2 96.2 97.3
CO2排出原単位 万t-CO2/万ｋｌ 0.090 0.097 0.094 0.099 0.100 0.097 0.104 0.085
エネルギー消費量 万ｋｌ 20.3 38.4 40.3 41.6 43.2 45.5 46.7
エネルギー消費原単位 万ｋｌ/万ｋｌ 0.040 0.046 0.045 0.047 0.047 0.046 0.050
CO2排出量 1.000 1.761 1.828 1.902 2.004 2.091 2.115
CO2排出原単位 1.000 1.073 1.046 1.097 1.107 1.078 1.151 0.940
エネルギー消費量 1.000 1.892 1.985 2.049 2.128 2.241 2.300
エネルギー消費原単位 1.000 1.153 1.136 1.182 1.175 1.155 1.252

○製粉協会 （目標：CO2排出原単位　平成2年度を基準年とし、5%以上削減）
1990（平成2）2000（平成12）2001（平成13）2002（平成14）2003（平成15）2004（平成16）2005（平成17）2010（平成22）

CO2排出量 t-CO2 170,204 191,964 190,091 203,858 226,225 213,877 212,977
CO2排出原単位 t-CO2/t 0.036 0.035 0.035 0.037 0.040 0.039 0.039 0.034
エネルギー消費量 ｋｌ 108,015 126,400 125,333 126,626 131,783 128,635 127,506
エネルギー消費原単位 ｋｌ/t 0.023 0.023 0.023 0.023 0.024 0.023 0.023
CO2排出量 1.000 1.128 1.117 1.198 1.329 1.257 1.251
CO2排出原単位 1.000 0.967 0.960 1.031 1.121 1.073 1.073 0.950
エネルギー消費量 1.000 1.170 1.160 1.172 1.220 1.191 1.180
エネルギー消費原単位 1.000 1.004 0.998 1.009 1.029 1.017 1.012
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○日本冷凍食品協会 （目標：CO2排出原単位　平成2年度を基準年とし、10%程度削減）
1990（平成2）2000（平成12）2001（平成13）2002（平成14）2003（平成15）2004（平成16）2005（平成17）2010（平成22）

CO2排出量 t-CO2 482,722 706,675 706,863
CO2排出原単位 t-CO2/t 0.471 0.469 0.463 0.424
エネルギー消費量 ｋｌ 160,992 233,756 234,876
エネルギー消費原単位 ｋｌ/t 0.157 0.155 0.154
CO2排出量 1.000 1.464 1.464
CO2排出原単位 1.000 0.995 0.984 0.900
エネルギー消費量 1.000 1.452 1.459
エネルギー消費原単位 1.000 0.987 0.980

○全国マヨネーズ・ドレッシング協会 （目標：CO2排出原単位　平成2年度を基準年とし、約30%削減）
1990（平成2）2000（平成12）2001（平成13）2002（平成14）2003（平成15）2004（平成16）2005（平成17）2010（平成22）

CO2排出量 t-CO2 36,321 47,776 47,899 49,474
CO2排出原単位 t-CO2/t 0.125 0.122 0.120 0.121 0.087
エネルギー消費量 ｋｌ 11,606 25,181 25,378 25,416
エネルギー消費原単位 ｋｌ/t 0.040 0.064 0.064 0.062
CO2排出量 1.000 1.315 1.319 1.362
CO2排出原単位 1.000 0.978 0.963 0.974 0.700
エネルギー消費量 1.000 2.170 2.187 2.190
エネルギー消費原単位 1.000 1.613 1.597 1.566

○日本即席食品工業協会（目標：CO2排出原単位　平成2年度を基準年とし、平成20～24年度平均で6%削減）
1990（平成2）2000（平成12）2001（平成13）2002（平成14）2003（平成15）2004（平成16）2005（平成17）2010（平成22）

CO2排出量 t-CO2 167,872 188,663 193,324 201,044 202,788 216,639 206,359
CO2排出原単位 t-CO2/t 0.570 0.494 0.490 0.503 0.487 0.464 0.432 0.535
エネルギー消費量 ｋｌ 83,905 86,072 88,135 92,005 94,646 90,340
エネルギー消費原単位 ｋｌ/t 0.220 0.218 0.221 0.221 0.203 0.189
CO2排出量 1.000 1.124 1.152 1.198 1.208 1.291 1.229
CO2排出原単位 1.000 0.868 0.860 0.884 0.855 0.814 0.759 0.940
エネルギー消費量
エネルギー消費原単位

○日本植物油協会 （目標：CO2排出原単位　平成2年度を基準年とし、15%以上削減）
1990（平成2）2000（平成12）2001（平成13）2002（平成14）2003（平成15）2004（平成16）2005（平成17）2010（平成22）

CO2排出量 t-CO2 674,577 679,686 686,934 663,926 639,014 633,352
CO2排出原単位 t-CO2/t 0.347 0.303 0.302 0.312 0.304 0.300 0.295
エネルギー消費量 ｋｌ 277,859 302,131 304,616 294,111 281,930 280,025
エネルギー消費原単位 ｋｌ/t 0.143 0.135 0.134 0.138 0.134 0.133
CO2排出量 1.000 1.008 1.018 0.984 0.947 0.939
CO2排出原単位 1.000 0.873 0.871 0.897 0.874 0.863 0.850
エネルギー消費量 1.000 1.087 1.096 1.058 1.015 1.008
エネルギー消費原単位 1.000 0.942 0.937 0.965 0.937 0.927

○日本パン工業会 （目標：CO2排出原単位　平成16年度を基準年とし、年率1%削減）
1990（平成2）2000（平成12）2001（平成13）2002（平成14）2003（平成15）2004（平成16）2005（平成17）2010（平成22）

CO2排出量 千t-CO2 962 951
CO2排出原単位 t-CO2/10億円 1,010 1,000 951
エネルギー消費量 千ｋｌ 521 515
エネルギー消費原単位 ｋｌ/10億円 547 541
CO2排出量 1.000 0.989
CO2排出原単位 1.000 0.990 0.941
エネルギー消費量 1.000 0.988
エネルギー消費原単位 1.000 0.990

３．エネルギー消費量を削減目標とする団体（1団体）
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○日本加工食品卸協会 （目標：エネルギー消費量　平成12年度を基準年とし、10%削減）） ※下表の数値は参考である。
1990（平成2）2000（平成12）2001（平成13）2002（平成14）2003（平成15）2004（平成16）2005（平成17）2010（平成22）

CO2排出量 t-CO2 8,588 12,958 13,761 21,588 23,917 25,917
CO2排出原単位 t-CO2/億円 1.354 1.916 1.945 2.973 3.267 3.495
エネルギー消費量 ｋｌ 5,676 8,684 8,696 12,810 14,674 15,718 5,108
エネルギー消費原単位 ｋｌ/億円 0.895 1.284 1.229 1.764 2.004 2.119
CO2排出量 1.000 1.509 1.602 2.514 2.785 3.018
CO2排出原単位 1.000 1.416 1.437 2.196 2.413 2.582
エネルギー消費量 1.000 1.530 1.532 2.257 2.585 2.769 0.900
エネルギー消費原単位 1.000 1.435 1.374 1.972 2.240 2.369

４．エネルギー消費原単位を削減目標とする団体（4団体）

○日本乳業協会 （目標：エネルギー消費原単位　平成１2年度を基準年とし、年率0.5%削減）
1990（平成2）2000（平成12）2001（平成13）2002（平成14）2003（平成15）2004（平成16）2005（平成17）2010（平成22）

CO2排出量 千t-CO2 857 1,026 1,038 1,080 1,132 1,115 1,093
CO2排出原単位 t-CO2/千t 190.402 189.859 192.009 203.620 205.110 200.576 201.215
エネルギー消費量 千kl 402 500 508 511 522 518 504
エネルギー消費原単位 kl/千ｔ 89.313 92.524 93.970 96.342 94.582 93.182 92.784 88.001
CO2排出量 1.000 1.012 1.053 1.103 1.087 1.065
CO2排出原単位 1.000 1.011 1.072 1.080 1.056 1.060
エネルギー消費量 1.000 1.016 1.022 1.044 1.036 1.008
エネルギー消費原単位 1.000 1.016 1.041 1.022 1.007 1.003 0.951

○日本缶詰協会 （目標：エネルギー消費原単位　平成2年度を基準年とし、これを上回らない）
1990（平成2）2000（平成12）2001（平成13）2002（平成14）2003（平成15）2004（平成16）2005（平成17）2010（平成22）

CO2排出量 t-CO2 77,710 82,328 83,973 87,710 87,405 88,520 86,145
CO2排出原単位 t-CO2/t 0.266 0.262 0.261 0.261 0.267 0.269 0.263
エネルギー消費量 ｋｌ 31,000 37,772 38,453 39,927 39,856 40,522 39,443
エネルギー消費原単位 ｋｌ/t 0.106 0.120 0.120 0.119 0.122 0.123 0.120 0.106
CO2排出量 1.000 1.059 1.081 1.129 1.125 1.139 1.109
CO2排出原単位 1.000 0.983 0.980 0.981 1.003 1.009 0.986
エネルギー消費量 1.000 1.218 1.240 1.288 1.286 1.307 1.272
エネルギー消費原単位 1.000 1.131 1.125 1.119 1.147 1.158 1.132 1.000

○日本ハム・ソーセージ工業協同組合 （目標：エネルギー消費原単位　平成１5年度を基準年とし、概ね5%程度削減）
1990（平成2）2000（平成12）2001（平成13）2002（平成14）2003（平成15）2004（平成16）2005（平成17）2010（平成22）

CO2排出量 t-CO2 392,776 372,158 386,853 371,277
CO2排出原単位 t-CO2/t 0.748 0.759 0.768 0.751
エネルギー消費量 ｋｌ 192,789 178,238 189,314 189,999
エネルギー消費原単位 ｋｌ/t 0.367 0.363 0.376 0.384 0.345
CO2排出量 1.000 1.039 0.998
CO2排出原単位 1.000 1.012 0.990
エネルギー消費量 1.000 1.062 1.066
エネルギー消費原単位 1.000 1.035 1.058 0.950

５．その他（1団体）

○日本フードサービス協会（目標：店舗等における効率的な省エネの推進等）
1990（平成2）2000（平成12）2001（平成13）2002（平成14）2003（平成15）2004（平成16）2005（平成17）2010（平成22）

CO2排出量 t-CO2 811,440 828,000 844,560 842,026 823,501 816,913
CO2排出原単位 t-CO2/t
エネルギー消費量 ｋｌ
エネルギー消費原単位 ｋｌ/t
CO2排出量 1.000 1.020 1.041 1.038 1.015 1.007
CO2排出原単位
エネルギー消費量
エネルギー消費原単位
　（注）数値目標はないももの、2000（平成12）年度を1として指数化した。
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（参考資料） 
 
 

              ＣＯ２排出抑制対策に係る具体的事例 
 
 
 

本事例は、ＣＯ2 排出抑制に資する対策として、各団体から提出があったも 
 
のを同業他社及び異業種への参考として提示するものである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

団体名：精糖工業会 
 
 

 

対策の実施者及びそ

の概要 

 

 

 

① A 社(精製糖工場) 

② B 社(精製糖工場) 

③ C 社(精製糖工場） 

④ D 社(精製糖工場) 

⑤ E 社(精製糖工場) 

 

 

 

 

 

 

 

対策の具体的内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 新たに結晶化前の予備濃縮用に効用缶を導入した。 

②3,4 番台製品分離機のモーターをインバーター化し、省電力を

 図った。 

③精製糖液であるファインリカーの濃縮用（結晶化前の予備濃縮

 用）に濃縮設備を導入した。 

④炉筒煙管式ボイラー(7.2トン/時×1基)を多管式小型還流ボイ

 ラー(2 トン/時×3 基)に更新した。 

⑤ボイラーの設備を改善し、燃焼効率を上げた。 

 

 

 

 

対策の具体的効果 

 

 

 

 

①原油換算で、年間 313Kl の燃料削減効果となった。 

②年間 198,000kWh の省電力となった。これは、原油換算で年間 

 18.39Kl の燃料削減効果に相当する。 

③原油換算で、年間 1,950Kl の燃料削減効果となった。 

④A 重油換算で、一日約 400l(年間 100～120Kl)の燃料削減効果 

 となった。 

⑤原油換算で、年間 480Kl の燃料削減効果となった。 



 
 

団体名：(社)日本冷凍食品協会 
 
 

 

対策の実施者及びそ

の概要 

 

 

 

 

①味の素冷凍食品株式会社 
（使用済植物油の重油代替利用） 
 
②日本水産株式会社 
（CO2 排出係数の小さいエネルギーへの転換） 

 

 

 

 

 

 

 

対策の具体的内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①揚げ物に使用した植物油を年間約 600トン、重油の代わり
に燃料として使用している。

http://www.ffa.ajinomoto.com/environment/topics_co2.html

②重油ボイラーから都市ガスボイラーへの転換など、CO2排
出係数の小さいエネルギーへの転換を行っている。

http://www.nissui.co.jp/corporate/environment/05.html
 

 

 

 

 

対策の具体的効果 

 

 

 

 

①CO2排出量を年間約 1,300トン削減している。
 

 ②その他の省エネ活動効果と合わせて、同社の CO2 排出
量は 2003 年が 50,819 トン、2004 年が 50,101 トン、
2005 年が 49,769 トンと、わずかずつではあるが減少
している。 



                          
 

団体名：(社)日本缶詰協会 
 
 

 

対策の実施者及びそ

の概要 

 

 

 

 

 

アヲハタ株式会社 

 

地中冷熱を利用した冷却システムの導入 

 

 

 

 

 

 

 

対策の具体的内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このシステムは地中熱の恒温域である温度帯を利用し、従来の冷却設備

とドッキングさせた省エネルギータイプの冷却設備です。 

冷却水は製品冷却装置で使用され温度が上昇します。温度上昇した冷却

水は、第１段階として冷却塔内で大気温度との熱交換により温度が下げ

られます。 

第二段階として地中冷熱利用により熱交換をします。地中冷熱装置は外

径４ cmの２組のポリエチレン管を１つの穴の中に地下100ｍにわたっ

て埋設された構造になっています。これを37箇所埋設していますので全

長が約15,800ｍになり、この中を冷却水が通るうちに地中の温度と熱交

換されさらに温度が下げられます。 

第三段階で、さらに氷蓄熱冷却装置を使用して冷却水を所定の温度まで

下げ製品冷却装置に送ります。これを繰り返し冷却水を循環します。 

この地中冷熱利用を組込むことで、氷蓄熱冷却装置を増設することなく

冷却能力を増強することができ電力の使用量やCO2排出量の抑制に寄与

することができました。 

 

 

 

 

 

対策の具体的効果 

 

 

 

 

 

従来の氷蓄熱冷却設備を増強するのに比べ、ＣＯ2 排出量を１/

６に抑えることができました。 



 
 
団体名：日本ハム・ソーセージ工業協同組合 
 
 

 

対策の実施者及びそ

の概要 

 

 

Ｎ社グループ 

 当グループは関連企業 10 社を持つ、日本有数の食肉加工品生

産を行う企業体である。本社に環境問題検討を行う部署（コンプ

ライアンス推進本部環境室）を設け、全関連会社を含めたグルー

プ全体として環境問題を統括的に管理し、総合的な対策を実施し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対策の具体的内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.機器の更新、取付け、補修 

・水管、炉簡煙管ボイラーから貫流ボイラーへ更新 

・冷凍機、給水ポンプにインバーター取付け 

・蒸気配管の放熱ロスの点検、補修 

・温湯給水管の漏れ点検・補修及びドレインの回収 

・冷蔵、冷凍庫からの冷気流出、流入の防止 

・冷蔵庫のデフロスト回数の増加 

・発電機の廃熱利用（コ・ジェネレーションシステムの活用） 

2.機器運転時間の削減 

・エアーコンプレッサー稼動台数の削減 

・各種機械のインバーター運転 

3.省エネルギー対策 

・給湯温度の変更 

・ボイラー、空調設備の運転方法の変更 

4.管理による抑制対策 

・生産拠点の再編（生産品目の集約、少量製品の廃止） 

・環境マネジメントシステム運用による部署別目標の設定、進捗

管理 

 

 

 

 

 

対策の具体的効果 

 

 

 

 

本社は 16 年度 CO₂排出量 53,444t が 17 年度は 53,026t になり

418t が削減された。グループ 10 社を含めた合計の CO₂排出量は 

16年度 98,761ｔが 17年度 94,629ｔとなり 4,132ｔが削減された。

 これは前年比では本社が 0.8%減、グループ計が 4.2%減となる

が生産数量が前年より減少（グループ計で 1.7%減）しているにも

拘らず、グループでの CO₂排出原単位（生産 1t 当り CO₂排出量）

は前年比 2.5%の削減を果している。 

 また、17 年度の CO2排出原単位も、本社、グループ計ともに業

界の平均値をかなり下回っている。 



                                        
 

団体名：(社)日本パン工業会 
 
 

 

対策の実施者及びそ

の概要 

 

 

 

山崎製パン武蔵野工場の事例 

 コージェネレーション設備導入、廃熱ボイラー、温水回収設備、

吸着式冷凍機設置による CO2 削減 

 

 

 

 

 

 

 

対策の具体的内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ガスエンジン発電機（2,506ｋｗｈ）運転廃熱による１．６ｔ

ボイラー設置及び温水回収し、新設の吸着式冷凍機（１００RT）

の熱源として廃熱の有効利用している。 

 

 

 

 

 

対策の具体的効果 

 

 

 

 

１０月～１２月実績 

・ エネルギー消費量(原油換算)３４１ｋｌの削減。 

・ ＣＯ２排出量       ４５３ｔの削減 



                                        
 

団体名：(社)日本パン工業会 
 
 

 

対策の実施者及びそ

の概要 

 

 

 

山崎製パン京都工場の年間を通した省エネルギー活動 

① 省エネルギー活動による効果 

・ ボイラー・コンプレッサー運転管理 

・ エアー漏れ補修 

・ 排水処理場ブロワー管理 

② 高効率機器の導入 

・吸収式冷温水機を高効率な機器に変更 

 

 

 

 

 

 

 

対策の具体的内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 省エネルギー活動 

・ エアーコンプレッサーの自動発停圧力０.３kpa 下げ、稼

働時間を短縮。 

・ 配管点検を行い、エアー漏れの改修３９件実施。 

・ 廃水の前処理槽を合理化することにより排水処理場ブロ

ワー運手台数１台減。 

・ ボイラーの給水量最適化１１月より蒸気圧５.０→４.５

㎏／㎡に変更。 

② 高効率機器の導入 

・ 配分場の吸収式冷温水機を更新。冷房需要期に大きな節

電効果があった。 

・ その他、従業員への啓発や省エネパトロール等の日常管

理強化を実施。 

 

 

 

 

 

対策の具体的効果 

 

 

 

 

① 省エネルギー活動によるＣＯ２削減量 

・コンプレッサー運転管理  １１３ｔ－ＣＯ２ 

・廃水処理場ブロワー     ５２ｔ－ＣＯ２ 

・ボイラー運転管理     １０５ｔ－ＣＯ２ 

② 高効率機器の導入 

・吸収式冷温水機       ４８ｔ－ＣＯ２ 

・その他の対策       ４３４ｔ－ＣＯ２ 

２００５年合計       ７５２ｔ－ＣＯ２ 

 



自主行動計画の着実な実施とフォローアップ 国土交通省

業界規模
団体名 カバー率 指標 目標年 基準年 数値

【鉄道利用運送業】 ９４１社
（平成１７年度末の企業数）

（社）全国通運連盟 約３１％
（２９３社）

ＣＯ２排出量 2010 1998 6%
削減

【トラック事業】 約13兆円（営業収入）
約62,000社（事業者数）

（社）全日本トラック協会 約８０％ 営業用トラックのＣＯ２排出
源単位

2010 1996 4%
削減

（ＪＲ北海道）エネルギー原
単位

2010 1995 6.9%
削減

（ＪＲ東日本）エネルギー原
単位

2010 1995 20%
削減

（ＪＲ東海）エネルギー原単
位

2010 1995 7%
削減

（ＪＲ西日本）エネルギー原
単位

2010 1995 6.2%
削減

（ＪＲ四国）エネルギー原単
位

2010 1990 20%
削減

（ＪＲ九州）エネルギー原単
位

2010 1990 6%
削減

（社）日本民営鉄道協会 約２７％ エネルギー原単位 2010 1995 1.2%
削減

２２５億トンキロ（Ｈ１６年度貨物
輸送量）

ＪＲ貨物 約９９％
（２２３億トンキロ（Ｈ１６年

度））

電力消費原単位 2010 1995 2%
削減

【バス事業】 １，４２８，３３２百万円
（平成１６年度営業収入）

（社）日本バス協会 約５３％ 低公害車の普及率 2010 10%

【タクシー事業】 ２，０９３，４７７百万円
（平成１６年度営業収入）

（社）全国乗用自動車連合会 法人事業者の約７５％ GPS-AVMシステム普及率 2010 60%

【外航海運】 ２３６事業者
（所管事業者数）

（社）日本船主協会 約４５％
（１０７事業者）

輸送単位あたりのCO2排出
量

2010 1990 10%
削減

【内航海運】 ５，６３３事業者
（所管事業者数）

日本内航海運組合総連合会
（社）日本旅客船協会

約９３％
（５，２６５事業者）

エネルギー原単位 2010 1990 3%
削減

【航空業】 1，294億座席キロ
（平成１７年度輸送量）

定期航空協会 約９６％
（平成１７年度輸送量1，245

億座席キロ）

座席数あたりのCO2排出量
（g-c/ASK）

2010 1990 10%
削減

【港運業】 １，２７３事業者 (社)日本港運協会 約９９％ 石油系荷役機械台数 2010 1995 10%
削減

約６３％ＪＲ６社

運
輸

【鉄道業】 ５兆８６１２億円（Ｈ１６年度運輸
収入旅客）

参考４

業界団体 主な目標



業界規模
団体名 カバー率 指標 目標年 基準年 数値
業界団体 主な目標

（社）日本造船工業会 エネルギー原単位（kwh/生
産重量トン） 2010 1990 10%

削減
（社）日本中小造船工業会 エネルギー原単位（kwh/生

産重量トン） 2010 1990 10%
削減

【鉄道車両工業】 ４１社
（（社）日本鉄道車両工業会正

会員数）

（社）日本鉄道車両工業会 CO2排出量の削減率
2010 1990

10%
削減

日本建設業団体連合会
日本土木工業協会
建築業協会

【住宅産業】 約７万６千社
（住宅生産団体連合会会員団

体傘下企業数）

住宅生産団体連合会 建設段階におけるCO2排出
量 2010 1990 7%

削減

（社）日本舶用工業会 生産工程におけるエネル
ギー消費原単位（MJ/PS) 2010 1990 6%

削減
（社）日本舟艇工業会 船外機の単位出力あたり燃

料消費量 2010 1990 30%
削減

【自動車整備業】 ８８，９６０工場
（H17.6現在）

（社）日本自動車整備振興会
連合会

約９２％
（81,659工場、H17.8現在）

フロン破壊量 2010 2006 10%
増加

【普通倉庫業】 ４，９０４社
（平成１７年度末の企業数）

（社）日本倉庫協会 約５４％
（２，６５２社）

石油系フォークリフト台数 2008 1998 6%
削減

【冷蔵倉庫業】 １，４００社
（平成１７年度末の企業数）

（社）日本冷蔵倉庫協会 ６０％
（８４０社）

電力原単位 2010 1990 8%
削減

（社）日本ホテル協会 約４０％ 電力使用量 2010 1995 6%
削減

（社）国際観光旅館連盟 約６０％ CO2量 2010 1997 6%
削減

（社）日本観光旅館連盟 約４６％ 電力使用量 2010 1999 4%
削減

【不動産業】 １３１，２５１業者
（平成18年3月末現在宅地建物

取引業者数）

不動産協会 床面積当たりのエネルギー
消費量（エネルギー消費原
単位）

2001
以降 1990 ±0%

【造船業】 約５２０事業者
（（社）日本造船工業会、（社）
日本中小型造船工業会加盟事

業者数）

３９４事業者
（（社）日本舶用工業会、（社）
日本舟艇工業会加盟事業者

数）

３，１１０施設
（平成１７年度末国際観光ホテ
ル整備法登録施設数）

５４２，２６４業者
（平成18年3月末現在建設業許

可業者数）

【建設業】

【ホテル・旅館業】

業
務

【舶用工業】

産
業

1990 12%
削減

施工高当たりの原単位
2010



参考５ 

日本製薬団体連合会 温暖化対策自主行動計画

日薬連は日本製薬工業協会と協力し 1997年の経団連環境自主行動計画（温
暖化対策および廃棄物対策）に参加し目標を定め、毎年フォローアップを行

っている。製薬産業の参加企業は、日本製薬工業協会のほか、日本大衆薬工

業協会、および医薬工業協議会加盟の主要企業約７０社である。

１．目標

（１）2010年度の CO2排出量を 1990年度レベル（172.7万トン）以下に抑制
する。（2008年度～2012年度の排出量の平均値）

（２）2010年度における医療用エアゾールに使われている HFCの使用量を、
対策を講じない場合（360トン）に比べ 50%削減する。

２．自主行動計画の進捗状況

（１）CO2排出量

2005 年度の排出量は、232.6 万トンで、目標である 1990 年度の排出量
172.7 万トンに対して 34.7%の増加となっている。1990 年度排出量を 100
とした場合に 1999年度以降 130%前後で推移し、2003年度から 2005年度
は 134～138%で微増となっている。CO2排出量売上高原単位は、1990年度
を１とすると、2005年度は 0.76であり、減少している。対策を講じない場
合の 2010 年度の排出量の見通しは 254 万トンであり、目標達成には 81.3
万トンの削減が必要である。

年度 1990 2000 2001 2002 2003 2004 2005 

CO2排出量 172.7 226.2 224.2 224.6 231.3 238.7 232.6 

1990年度比 100.0 131.0 129.8 130.0 133.9 138.2 134.7 

（２） CO2排出量増加の要因 
生産増が省エネルギー努力を大幅に上回る結果となっている。

フォローアップ調査（2005 年度）では、CO2排出量の増加要因として売

上高／生産量が増加したと回答した企業は 68社中 33社あった。



３．目標達成への取組み状況

（１）主要な取組み

製薬産業の CO2排出量削減対策としては以下のような取組みがある。
  ・空調設備の運転管理強化と高効率化
・省エネルギータイプの設備転換

・エネルギー転換等

（２）温暖化対策と推定投資額、および効果

2005年度の総投資費用は 24億 9100万円で、年間の維持経費は 9億 5900
万円であった。対策による CO2の削減効果は、ハード、ソフト対応を含め

て 64,349トンであり、これは当年度の CO2排出量の 2.8％削減にあたる。

４．民生・運輸部門等への取組み

上記３の取組み分野のほか、オフィスでのエネルギー消費に伴う CO2 排出

推定量は 19.3 万トン（単位床面積当たり 155.3kg/㎡）、営業用等の車両の軽
油、ガソリンから排出される CO2排出推定量はそれぞれ 15.7万トン、0.9万
トンで、合計 16.6万トンであった。
低公害車は車両合計 39,905台中、12,554台で導入率は 31.5%である。

５．今後の取組み

  目標との乖離を減らすために引き続き努力する。そのために 2007年度は次
のことを実施する。

（１）技術情報の共有化

  ① 省エネルギー･温暖化対策技術集の発行

  ② 技術研修会の開催

  ③ 調査報告書の発行

（２）エネルギー転換による CO2削減など温暖化対策の提言と推進

（３）2010年度までの行動計画の策定

６．CO2以外の温室効果ガス対策

2005年度の HFCの実排出量は 110.1トンであった。CO2に換算すると 22
万トンになる。

喘息及び慢性閉塞性肺疾患の治療に用いられる定量噴霧エアゾール剤

（MDI）や粉末吸入剤（DPI）等の定量吸入剤は，吸入療法の普及に伴い、
10 年に 2 倍の割合で処方数が増加している。定量吸入剤として永らく CFC
含有 MDIが使用されていたが、オゾン層保護の観点から CFCフリー代替製
剤への転換が行われた。1997年に最初の HFC含有MDIが発売されて以来、
2005年末には出荷される定量吸入剤は全て CFCフリー代替製剤となった。
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